
 

【表紙】  

  

【提出書類】 公開買付届出書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成22年11月29日

【届出者の名称】 京都きもの友禅株式会社

【届出者の所在地】 東京都中央区日本橋大伝馬町14番１号

【最寄りの連絡場所】 同上

【電話番号】 03（3639）9191（代表）

【事務連絡者氏名】 総務部長兼経営企画部長　佐　野　利　之

【代理人の氏名又は名称】 該当事項はありません

【代理人の住所又は所在地】 同上

【最寄りの連絡場所】 同上

【電話番号】 同上

【事務連絡者氏名】 同上

【縦覧に供する場所】 京都きもの友禅株式会社

 （東京都中央区日本橋大伝馬町14番１号）

 株式会社東京証券取引所

 （東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

（注１）本書中の記載において、計数が四捨五入又は切捨てされている場合、合計として記載される数値は計数の総

和と必ずしも一致しない場合があります。

（注２）本書中の「法」とは、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）をいいます。

（注３）本書中の「令」とは、金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号。その後の改正を含みます。）をいいま

す。

（注４）本書中の「府令」とは、発行者による上場株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令（平成６年大蔵省

令第95号。その後の改正を含みます。）をいいます。

（注５）本書中の「株券等」とは、株券等に係る権利を指します。

（注６）本書中の記載において、日数又は日時の記載がある場合は、特段の記載がない限り、日本国における日数又

は日時を指すものとします。

 

EDINET提出書類

京都きもの友禅株式会社(E03320)

公開買付届出書

 1/80



第１【公開買付要項】

 

１【買付け等をする上場株券等に係る株式の種類】

　普通株式

 

２【買付け等の目的】

当社は、経営環境に応じた機動的な資本政策を可能とすること、資本効率の改善及び株主への利益還元を目的と

して、従前より、自己株式の取得を検討しておりましたが、平成22年10月頃、当社の筆頭株主であるオリンパス・シ

ルク・ホールディングスⅢ、エル・ピー（平成22年９月30日現在の保有株式数4,107,100株。発行済株式総数に対

するその保有する割合22.20％（小数点以下第三位を四捨五入）。以下「ＯＳＨⅢ」といいます。）及びオリンパ

ス・シルク・ホールディングスⅡ、エル・ピー（平成22年９月30日現在の保有株式数2,042,900株。発行済株式総

数に対するその保有する割合11.04％（小数点以下第三位を四捨五入）。以下「ＯＳＨⅡ」といいます。）より、保

有する株式の一部を売却する意向がある旨の連絡を受けました。

　　これを受け、当社は、当社の株式の流動性及び市場価格への影響に鑑み、当該株式を自己株式として買い受けるこ

とを検討いたしました。その結果、当社がこれを自己株式として買い受けることが当社の経営環境に応じた機動的

な資本政策を可能とし、また、当社の資本効率を高めるとともに、株主に対する総合的な利益還元に繋がるものと

判断いたしました。

　　自己株式の具体的な取得方法といたしましては、株主間の平等性、取引の透明性、及び当社普通株式の市場におけ

る取引状況を総合的に勘案した結果、公開買付けの手法が適切であると判断し、平成22年11月26日開催の取締役会

において、本公開買付けを実施することを決議いたしました。なお、本公開買付けにおける買付予定数については、

当社の財務の健全性及び安定性確保の観点、中長期的な資本政策の観点等から、3,450,000株（平成22年９月30日

現在の当社の発行済株式総数の18.65％（小数点以下第三位を四捨五入））を上限とすることとしております。

　　ＯＳＨⅢ及びＯＳＨⅡは、平成22年11月26日付で、当社に対し、その保有する当社株式のうちＯＳＨⅢは2,304,000

株、ＯＳＨⅡは1,146,000株を本公開買付けに応募することを確約しております。なお、ＯＳＨⅢ及びＯＳＨⅡの応

募については、その保有する株式に設定されている株式会社新生銀行の担保権の解除が前提となります。

また、当社取締役のうち、ＯＳＨⅢ及びＯＳＨⅡを組成するオリンパスキャピタルグループに属するオリンパス

・キャピタル・ホールディングス・アジア・ホンコン・リミテッドのヴァイス・プレジデント及び日本における

代表者をそれぞれ兼務する松岡絵津子及び橋本泰は、利益相反の疑いを回避する観点から、当社の立場においてＯ

ＳＨⅢ及びＯＳＨⅡとの事前の協議及び交渉に参加しておらず、また、上記取締役会を含む本公開買付けに関する

取締役会の審議及び決議には参加しておりません。なお、上記２名は、本公開買付け終了後も、当社の社外取締役と

して従事していく予定であり、オリンパスキャピタルグループは、当社企業価値向上に向けて協力体制を継続して

いく予定であります。

　　本公開買付けにより取得した自己株式の処分等の詳細については、現時点では未定であります。
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３【株主総会又は取締役会の決議等の内容等】

（１）【発行済株式の総数】

　　　18,498,200株（平成22年11月29日現在）

（２）【株主総会における決議内容】

種類 総数（株） 取得価額の総額（円）

－ － －

 

（３）【取締役会における決議内容】

種類 総数（株） 取得価額の総額（円）

普通株式 3,450,100 3,010,000,000

（注１）取得する株式の総数の発行済株式の総数に占める割合は18.65％であります（小数点以下第三位を四捨五

入）。

（注２）取得する株式の総数は、取締役会において決議された取得する株式の株数の上限株数であります。

（注３）取得価額の総額は、取締役会において決議された株式の取得価額の総額の上限金額であります。

 

（４）【その他（　－　）】

種類 総数（株） 取得価額の総額（円）

－ － －

 

（５）【上記の決議に基づいて既に取得した自己の株式に係る上場株券等】

種類 総数（株） 取得価額の総額（円）

－ － －

 

４【買付け等の期間、買付け等の価格、算定の基礎及び買付予定の上場株券等の数】

（１）【買付け等の期間】

買付け等の期間 平成22年11月29日（月曜日）から平成22年12月27日（月曜日）まで（20営

業日）

公告日 平成22年11月29日（月曜日）

公告掲載新聞名 電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。

　　　　電子公告アドレス

　　　　　（http://info.edinet-fsa.go.jp/）
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（２）【買付け等の価格等】

株式の種類 買付け等の価格

普通株式 １株につき金870円

算定の基礎 当社は、本公開買付けにおける買付け等の価格（以下「本公開買付価格」

といいます。）の決定に際して、当社普通株式が上場されている株式である

こと、上場会社の行う自己株式の取得が一般的に金融商品取引所を通じた市

場買付けによって行われること等を勘案し、当社普通株式の市場価格を基礎

に検討を行いました。そして、市場の変動を考慮し、東京証券取引所市場第一

部における、本公開買付けの実施を決議した取締役会開催日である平成22年

11月26日の前営業日（同年11月25日）の当社普通株式の終値907円、同年11

月25日までの過去１ヶ月間の当社普通株式の終値の単純平均値886円（小数

点以下を四捨五入。以下同じ。）、同年11月25日までの過去３ヶ月間の当社普

通株式の終値の単純平均値872円、及び同年11月25日までの過去６ヶ月間の

当社普通株式の終値の単純平均値871円を参考にいたしました。

　一方で、当社株式を本公開買付けに応募せずに保有し続ける当社株主の利

益も尊重する観点に立って、資産の社外流出をできる限り抑えるべく、参考

にした上記市場価格と同額か又はこれに一定のディスカウントを行った価

格により買付けることが望ましいと判断いたしました。

　以上の検討及び判断を経て、当社は、ＯＳＨⅢ及びＯＳＨⅡとの協議及び当

社の事業や財務状況等を踏まえ、参考にした上記市場価格のいずれも上回ら

ない価格を基準とし、本公開買付価格を870円とすることといたしました。

　なお、本公開買付価格は、本公開買付けの実施を決議した平成22年11月26日

の取締役会決議の前営業日（同年11月25日）の当社普通株式の終値907円か

ら4.08％（小数点以下第三位を四捨五入。以下同じ。）、同年11月25日までの

過去１ヶ月間の当社普通株式の終値の単純平均値886円から1.81％、同年11

月25日までの過去３ヶ月間の当社普通株式の終値の単純平均値872円から

0.23％、同年11月25日までの過去６ヶ月間の当社普通株式の終値の単純平均

値871円から0.11％、それぞれディスカウントした金額となります。また、本

公開買付価格は、本届出書提出日の前営業日（同年11月26日）の当社普通株

式の終値905円から3.87％ディスカウントした金額となります。

 

EDINET提出書類

京都きもの友禅株式会社(E03320)

公開買付届出書

 4/80



 

算定の経緯 当社は、経営環境に応じた機動的な資本政策を可能とすること、資本効率

の改善及び株主への利益還元を目的として、従前より、自己株式の取得を検

討しておりましたが、平成22年10月頃、当社の筆頭株主であるＯＳＨⅢ及び

ＯＳＨⅡより、保有する株式の一部を売却する意向がある旨の連絡を受けま

した。

　これを受け、当社は、当社の株式の流動性及び市場価格への影響に鑑み、当

該株式を自己株式として買い受けることを検討いたしました。その結果、当

社がこれを自己株式として買い受けることが当社の経営環境に応じた機動

的な資本政策を可能とし、また、当社の資本効率を高めるとともに、株主に対

する総合的な利益還元に繋がるものと判断いたしました。

　自己株式の具体的な取得方法といたしましては、株主間の平等性、取引の透

明性、及び当社普通株式の市場における取引状況を総合的に勘案した結果、

公開買付けの手法が適切であると判断し、平成22年11月26日開催の取締役会

において、本公開買付けを実施することを決議いたしました。

　当社は、本公開買付価格の決定に際して、当社普通株式が上場されている株

式であること、上場会社の行う自己株式の取得が一般的に金融商品取引所を

通じた市場買付けによって行われること等を勘案し、当社普通株式の市場価

格を基礎に検討を行いました。そして、市場の変動を考慮し、東京証券取引所

市場第一部における、本公開買付けの実施を決議した取締役会開催日である

平成22年11月26日の前営業日（同年11月25日）の当社普通株式の終値907

円、同年11月25日までの過去１ヶ月間の当社普通株式の終値の単純平均値

886円、同年11月25日までの過去３ヶ月間の当社普通株式の終値の単純平均

値872円、及び同年11月25日までの過去６ヶ月間の当社普通株式の終値の単

純平均値871円を参考にいたしました。

　一方で、当社株式を本公開買付けに応募せずに保有し続ける当社株主の利

益も尊重する観点に立って、資産の社外流出をできる限り抑えるべく、参考

にした上記市場価格と同額か又はこれに一定のディスカウントを行った価

格により買付けることが望ましいと判断いたしました。

　以上の検討及び判断を経て、当社は、ＯＳＨⅢ及びＯＳＨⅡとの協議及び当

社の事業や財務状況等を踏まえ、参考にした上記市場価格のいずれも上回ら

ない価格を基準とし、本公開買付価格を870円とすることといたしました。
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 　なお、本公開買付価格は、本公開買付けの実施を決議した平成22年11月26日

の取締役会決議の前営業日（同年11月25日）の当社普通株式の終値907円か

ら4.08％、同年11月25日までの過去１ヶ月間の当社普通株式の終値の単純平

均値886円から1.81％、同年11月25日までの過去３ヶ月間の当社普通株式の

終値の単純平均値872円から0.23％、同年11月25日までの過去６ヶ月間の当

社普通株式の終値の単純平均値871円から0.11％、それぞれディスカウント

した金額となります。また、本公開買付価格は、本届出書提出日の前営業日

（同年11月26日）の当社普通株式の終値905円から3.87％ディスカウントし

た金額となります。

ＯＳＨⅢ及びＯＳＨⅡは、平成22年11月26日付で、当社に対し、その保有す

る当社株式のうちＯＳＨⅢは2,304,000株、ＯＳＨⅡは1,146,000株を本公開

買付けに応募することを確約しております。なお、ＯＳＨⅢ及びＯＳＨⅡの

応募については、その保有する株式に設定されている株式会社新生銀行の担

保権の解除が前提となります。

また、当社取締役のうち、ＯＳＨⅢ及びＯＳＨⅡを組成するオリンパス

キャピタルグループに属するオリンパス・キャピタル・ホールディングス

・アジア・ホンコン・リミテッドのヴァイス・プレジデント及び日本にお

ける代表者をそれぞれ兼務する松岡絵津子及び橋本泰は、利益相反の疑いを

回避する観点から、当社の立場においてＯＳＨⅢ及びＯＳＨⅡとの事前の協

議及び交渉に参加しておらず、また、本公開買付けに関する取締役会の審議

及び決議には参加しておりません。なお、上記２名は、本公開買付け終了後

も、当社の社外取締役として従事していく予定であり、オリンパスキャピタ

ルグループは、当社企業価値向上に向けて協力体制を継続していく予定であ

ります。
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（３）【買付予定の上場株券等の数】

株式の種類 買付予定数 超過予定数 計

普通株式 3,450,000（株） －（株） 3,450,000（株）

合計 3,450,000（株） －（株） 3,450,000（株）

　（注１）応募株券等の総数が買付予定数（3,450,000株）を超えない場合は、応募株券等の全部の買付けを行いま

す。応募株券等の総数が買付予定数（3,450,000株）を超える場合は、その超える部分の全部又は一部の

買付けは行わないものとし、法第27条の22の２第２項において準用する法第27条の13第５項及び府令第

21条に規定するあん分比例の方式により、株券等の買付けに係る受渡しその他の決済を行います。

（注２）単元未満株式についても、本公開買付けの対象としています。なお、会社法（平成17年法律第86号。その後

の改正を含みます。）に従って株主による単元未満株式買取請求権が行使された場合には、当社は法令の

手続に従い買付け等の期間（以下「公開買付期間」といいます。）中に自己の株式を買い取ることがあ

ります。この場合、当社は、法令の手続に従い当該株式を買い取ります。

 

５【上場株券等の取得に関する許可等】

　該当事項はありません。

 

６【応募及び契約の解除の方法】

（１）【応募の方法】

　　　①公開買付代理人

　　　　野村證券株式会社　東京都中央区日本橋一丁目９番１号

　　　②公開買付代理人の本店又は全国各支店（公開買付代理人のインターネット専用サービスである野村ジョイは

除きます。）において、所定の「公開買付応募申込書」に所要事項を記載のうえ、公開買付期間末日の15時

30分までに応募してください。応募の際には、ご印鑑、本人確認書類が必要になる場合があります。（注１）

　　　　なお、個人株主は公開買付代理人のインターネット専用サービスである野村ジョイを経由して応募することが

できます。野村ジョイを経由する方法による応募の受付は、野村ジョイのホームページ（https://www.

nomurajoy.jp/）に記載される方法によって行います。ただし、インターネットを利用した方法であっても、

公開買付代理人のオンラインサービスである野村ホームトレードを経由した応募の受付は行われません。

また、法人株主は野村ジョイを経由して応募することはできません。

　　　③株券等の応募の受付にあたっては、応募株主等が公開買付代理人に設定した応募株主等名義の口座（以下「応

募株主等口座」といいます。）に、応募する予定の株券等が記録されている必要があります。そのため、応募

する予定の株券等が、公開買付代理人以外の金融商品取引業者等に設定された口座に記録されている場合

（当社の株主名簿管理人である中央三井信託銀行株式会社に設定された特別口座に記録されている場合を

含みます。）は、応募に先立ち、応募株主等口座への振替手続を完了していただく必要があります。なお、振

替手続には一定の日数を要する場合がありますので、ご注意ください。また、一度応募株主等口座へ振り替

えられた応募株券等について再度上記特別口座へ記録することはできません。
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　　　④本公開買付けにおいては公開買付代理人以外の金融商品取引業者を経由した応募の受付は行われません。

　　　⑤外国の居住者であり、公開買付代理人にお取引可能な口座をお持ちでない株主等（法人株主等を含みます。以

下「外国人株主等」といいます。）の場合、日本国内の常任代理人を通じて応募してください。なお、公開買

付代理人のインターネット専用サービスである野村ジョイを経由する方法では、外国人株主等からの応募

の受付を行いません。

　　　⑥居住者である個人株主の場合、公開買付けにより売却された株券等に係る売却代金と取得費との差額は、原則

として株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税の適用対象となります。（注２）

　　　⑦法人株主の場合、みなし配当課税として、買付価格が１株当たりの資本金等の額を超過する部分について、原則

としてその差額の７％に相当する金額が源泉徴収されます。

　　　⑧応募の受付に際し、公開買付代理人より応募株主等に対して、公開買付応募申込の受付票を交付します。公開買

付代理人のインターネット専用サービスである野村ジョイを経由する方法を利用した応募株主等に対する

受付票の交付は、応募画面上の表示となります。

　　　⑨応募株券等の全部又は一部の買付けが行われないこととなった場合、買付けの行われなかった株券等は応募株

主等に返還されます。

　　（注1）ご印鑑、本人確認書類について

　　　　　公開買付代理人である野村證券株式会社に新規に口座を開設する場合、ご印鑑のほか、本人確認書類が必要に

なります。また、既に口座を有している場合であっても、本人確認書類が必要な場合があります。なお、本

人確認書類等の詳細につきましては、公開買付代理人にお尋ねください。

 

おもな本人確認書類

　個人 ＜発行から６ヶ月以内の原本＞

　住民票の写し　住民票の記載事項証明書　外国人登録原票の記載事項証明書　

外国人登録原票の写し　印鑑登録証明書

＜有効期限内の原本＞

　健康保険証（各種）　運転免許証　住民基本台帳カード（氏名・住所・生年月

日の記載があるもの）

　福祉手帳（各種）　外国人登録証明書　旅券（パスポート）

　国民年金手帳（平成８年12月31日以前に交付されたもの）

※本人確認書類は、有効期限内である必要があります。

※本人確認書類は、以下の２点を確認できる必要があります。

①本人確認書類そのものの有効期限　②申込書に記載された住所・氏名・生年

月日

※郵送でのお申込みの場合、いずれかの書類の原本かコピーをご用意くださ

い。コピーの場合は、あらためて原本の提示をお願いする場合があります。野

村證券株式会社より本人確認書類の記載住所に「取引に係る文書」を郵送

し、ご本人様の確認をさせて頂きます。
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　法人 登記簿謄本　官公庁から発行された書類　等

※本人特定事項　①名称　②本店又は主たる事務所の所在地

法人自体の本人確認に加え、代表者もしくは代理人・取引担当者個人（契約締

結の任に当たる者）の本人確認が必要となります。

　外国人株主 外国人（居住者を除きます。）、外国に本店又は主たる事務所を有する法人の

場合、日本国政府の承認した外国政府又は権限ある国際機関の発行した書類そ

の他これに類するもので、居住者の本人確認書類に準じるもの。

 

野村ジョイに新規に口座を開設する場合、野村ジョイのホームページ（https://www.nomurajoy.jp/）よ

り、口座開設キットをご請求いただき、お手続きください。口座開設には一定の期間を要しますので、必要

な期間等をご確認いただき、早めにお手続きください。

 

　　（注２）株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税について（個人株主の場合）

個人株主の方につきましては、株式等の譲渡所得等には原則として申告分離課税が適用されます。税務上

の具体的なご質問等は税理士等の専門家にご相談いただき、ご自身でご判断いただきますようお願い申

し上げます。

 

（２）【契約の解除の方法】

　　　　応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも公開買付けに係る契約を解除することができます。契約の

解除をする場合は、公開買付期間末日の15時30分までに、以下に指定する者の応募の受付を行った本店又は全

国各支店（公開買付代理人のインターネット専用サービスである野村ジョイは除きます。）に公開買付応募

申込の受付票を添付のうえ、公開買付けに係る契約の解除を行う旨の書面（以下「解除書面」といいます。）

を交付又は送付してください。ただし、送付の場合は、解除書面が公開買付期間末日の15時30分までに到達す

ることを条件とします。なお、野村ジョイを経由して応募された契約の解除をする場合は、野村ジョイのホー

ムページ（https://www.nomurajoy.jp/）に記載される方法によって公開買付期間末日の15時30分までに解

除手続を行ってください。

 

　　　　　解除書面を受領する権限を有する者　野村證券株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都中央区日本橋一丁目９番１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（その他の野村證券株式会社全国各支店）

（３）【上場株券等の返還方法】

　　　　応募株主等が上記「（２）契約の解除の方法」に記載の方法により公開買付けに係る契約の解除を申し出た場

合には、解除手続終了後速やかに、後記「８　決済の方法」の「（４）上場株券等の返還方法」に記載の方法

により応募株券等を返還します。

 

（４）【上場株券等の保管及び返還を行う金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】

野村證券株式会社　　東京都中央区日本橋一丁目９番１号
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７【買付け等に要する資金】

（１）【買付け等に要する資金】

買付代金（円）(ａ) 3,001,500,000

買付手数料(ｂ) 30,000,000

その他(ｃ) 5,000,000

合計(ａ)＋(ｂ)＋(ｃ) 3,036,500,000

　　（注1）「買付代金（円）(ａ)」欄には、買付予定数（3,450,000株）に１株当たりの買付価格の単価（870円）を

乗じた金額を記載しています。

　　（注２）「買付手数料(ｂ)」欄には、公開買付代理人に支払う手数料の見積額を記載しています。

　　（注３）「その他(ｃ)」欄には、本公開買付けに関する新聞公告及び公開買付説明書その他必要書類の印刷費そ

の他諸費用につき、その見積額を記載しています。

　　（注４）その他公開買付代理人に支払われる諸経費及び弁護士報酬等がありますが、その額は未定です。

　　（注５）上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

（２）【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等】

届出日の前日現在の預金等

預金の種類 金額（円）

当座預金 4,611,674,278円

計 4,611,674,278円

 

８【決済の方法】

（１）【買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】

野村證券株式会社　　東京都中央区日本橋一丁目９番１号

 

（２）【決済の開始日】

　　　　平成23年１月５日（水曜日）

 

（３）【決済の方法】

　　　　公開買付期間終了後遅滞なく、本公開買付けによる買付け等の通知書を応募株主等（外国人株主等の場合は常

任代理人）の住所又は所在地宛に郵送します（公開買付代理人のインターネット専用サービスである野村

ジョイを経由して応募した場合は除きます。）。野村ジョイを経由して応募された場合には、野村ジョイの

ホームページ（https://www.nomurajoy.jp/）に記載される方法により交付されます。

　　　　買付けは、金銭にて行います。応募株主等は公開買付けによる売却代金より適用ある源泉徴収税額（注）を差し

引いた金額を送金等の応募株主等が指示した方法により受け取ることができます（送金手数料がかかる場合

があります。）。

　　（注）　公開買付けにより買付けられた株式に対する課税関係について
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　　　　（イ）個人株主の場合

　　　　　　買付代金と買付けられた株式に係る取得価額との差額は、原則として株式等の譲渡所得等に関する申告分離

課税の適用対象となります。

　　　　（ロ）法人株主の場合

　　　　　　みなし配当課税に係る源泉徴収税額（買付価格が１株当たりの資本金等の額を超過する部分について、原則

として、その７％に相当する金額）が差し引かれます。なお、外国人株主等のうち、適用ある租税条約に

基づき、かかるみなし配当金額に対する所得税の軽減又は免除を受けることを希望する株主は、平成22

年12月27日までに公開買付代理人に対して租税条約に関する届出書を提出することを通知するととも

に、決済の開始日の前営業日（平成23年１月４日）までに同届出書を公開買付代理人にご提出くださ

い。

 

（４）【上場株券等の返還方法】

　　　　後記「９　その他買付け等の条件及び方法」の「（1）法第27条の22の２第２項において準用する法第27条の13

第４項第２号に掲げる条件の有無及び内容」及び「（2）公開買付けの撤回等の開示の方法」に記載の条件

に基づき応募株券等の全部又は一部を買付けないこととなった場合には、決済の開始日（本公開買付けの撤

回等を行った場合は撤回等を行った日）以後速やかに、返還すべき株券等を応募が行われた直前の記録に戻

すことにより返還します（株券等を他の金融商品取引業者等に設定した応募株主等の口座に振替える場合

は、その旨指示してください。）。

 

９【その他買付け等の条件及び方法】

　（１）【法第27条の22の２第２項において準用する法第27条の13第４項第２号に掲げる条件の有無及び内容】

　　　　応募株券等の総数が買付予定数（3,450,000株）を超えない場合は、応募株券等の全部の買付けを行います。

　　　　応募株券等の総数が買付予定数（3,450,000株）を超える場合は、その超える部分の全部又は一部の買付けは行

わないものとし、法第27条の22の２第２項において準用する法第27条の13第５項及び府令第21条に規定する

あん分比例の方式により、株券等の買付けに係る受渡しその他の決済を行います（各応募株券等の数に１単

元（100株）未満の株数の部分がある場合、あん分比例の方式により計算される買付株数は各応募株券等の数

を上限とします。）。

　　　　あん分比例の方式による計算の結果生じる1単元未満の株数を四捨五入して計算した各応募株主等からの買付

株数の合計が買付予定数に満たない場合は、買付予定数以上になるまで、四捨五入の結果切捨てられた株数の

多い応募株主等から順次、各応募株主等につき１単元（追加して１単元の買付けを行うと応募株券等の数を

超える場合は応募株券等の数までの数）の応募株券等の買付けを行います。ただし、切捨てられた株数の等し

い複数の応募株主等全員からこの方法により買付けを行うと買付予定数を超えることとなる場合には、買付

予定数を下回らない範囲で、当該応募株主等の中から抽せんにより買付けを行う株主等を決定します。
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　　　　あん分比例の方式による計算の結果生じる１単元未満の株数を四捨五入して計算した各応募株主等からの買付

株数の合計が買付予定数を超える場合は、買付予定数を下回らない数まで、四捨五入の結果切上げられた株数

の多い応募株主等から順次、各応募株主等につき買付株数を１単元（あん分比例の方式により計算される買

付株数に１単元未満の株数の部分がある場合は当該１単元未満の株数）減少させるものとします。ただし、切

上げられた株数の等しい複数の応募株主等全員からこの方法により買付株数を減少させると買付予定数を下

回ることとなる場合には、買付予定数を下回らない範囲で、当該応募株主等の中から抽せんにより買付株数を

減少させる株主等を決定します。

 

 

（２）【公開買付けの撤回等の開示の方法】

当社は、法第27条の22の２第２項において準用する法第27条の11第１項但書に基づき、本公開買付けの撤回

等を行うことがあります。この場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。ただし、公開買

付期間末日までに公告を行うことが困難である場合は、府令第11条に規定する方法により公表し、その後直ち

に公告を行います。

 

　（３）【応募株主等の契約の解除権についての事項】

応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも本公開買付けに係る契約を解除することができます。解

除の方法については、前記「６　応募及び契約の解除の方法」の「（2）契約の解除の方法」に記載の方法に

よるものとします。なお、当社は応募株主等による契約の解除があった場合においても、損害賠償又は違約金

の支払いを応募株主等に請求することはありません。また、応募株券等の返還に要する費用も当社の負担とし

ます。

 

　（４）【買付条件等の変更をした場合の開示の方法】

当社は、公開買付期間中、法第27条の22の２第２項において準用する法第27条の６第１項及び令第14条の３

の８により禁止される場合を除き、買付条件等の変更を行うことがあります。この場合は、その変更の内容等に

つき電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。ただし、当該公告を公開買付期間末日までに行うこ

とが困難である場合は、府令第11条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行います。買付条件等の

変更がなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等についても、変更後の買付条件等により買付け

を行います。

 

　（５）【訂正届出書を提出した場合の開示の方法】

当社が訂正届出書を関東財務局長に提出した場合は、直ちに、訂正届出書に記載した内容のうち公開買付開

始公告に記載した内容に係るものを、府令第11条に規定する方法により公表します。また、直ちに公開買付説

明書を訂正し、かつ、既に公開買付説明書を交付している応募株主等に対しては、訂正した公開買付説明書を

交付して訂正します。ただし、訂正の範囲が小範囲に止まる場合には、訂正の理由、訂正した事項及び訂正後の

内容を記載した書面を作成し、その書面を応募株主等に交付することにより訂正します。
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　（６）【公開買付けの結果の開示の方法】

本公開買付けの結果については、公開買付期間末日の翌日に、令第14条の３の４第６項及び第９条の４並び

に府令第19条の２に規定する方法により公表します。

 

　（７）【その他】

①　本公開買付けは、直接間接を問わず、米国内においてもしくは米国に向けて行われるものではなく、また、米

国の郵便その他の州際通商もしくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファクシミリ、電子メール、

インターネット通信を含みますが、これらに限りません。）を使用して行われるものではなく、更に米国内

の証券取引所施設を通じて行われるものでもありません。上記方法・手段により、もしくは上記施設を通じ

て、又は米国内から本公開買付けに応募することはできません。

また、公開買付届出書又は関連する買付書類は米国においてもしくは米国に向けて、又は米国内から、郵便そ

の他の方法によって送付又は配布されるものではなく、かかる送付又は配布を行うことはできません。上記

制限に直接又は間接に違反する本公開買付けへの応募はお受けしません。

本公開買付けの応募に際し、応募株主等（外国人株主等の場合は常任代理人）は公開買付代理人に対し、以

下の旨の表明及び保証を行うことを求められることがあります。応募株主等が応募の時点及び公開買付応募

申込書送付の時点のいずれにおいても、米国に所在していないこと。本公開買付けに関するいかなる情報

（その写しを含みます。）も、直接間接を問わず、米国内においてもしくは米国に向けて、又は米国内から、こ

れを受領したり送付したりしていないこと。買付けもしくは公開買付応募申込書の署名交付に関して、直接

間接を問わず、米国の郵便その他の州際通商もしくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファクシミ

リ、電子メール、インターネット通信を含みますが、これらに限りません。）又は米国内の証券取引所施設を

使用していないこと。他の者の裁量権のない代理人又は受託者・受任者として行動する者ではないこと（当

該他の者が買付けに関するすべての指示を米国外から与えている場合を除きます。）。

②　当社の大株主であるＯＳＨⅢ及びＯＳＨⅡは、平成22年11月26日付で、当社に対し、その保有する当社株式の

内ＯＳＨⅢは2,304,000株、ＯＳＨⅡは1,146,000株を本公開買付けに応募することを確約しております。な

お、ＯＳＨⅢ及びＯＳＨⅡの応募については、その保有する株式に設定されている株式会社新生銀行の担保

権の解除が前提となります。
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第２ 【公開買付者の状況】

１ 【発行者の概要】

(1) 【発行者の沿革】
  

年月 沿革

昭和46年８月 千葉市稲毛区に、株式会社マルカワを設立。

昭和52年２月
割賦販売法による前払式特定取引業者としての認可を受けた株式会社まるかわおしゃれ会(現株
式会社京都きもの友禅友の会、現連結子会社)を友の会組織としての子会社として設立。

昭和54年４月 東京事務所(実質的な本社機能)を東京都中央区に開設。

昭和56年７月 商号を「株式会社まるかわ」に変更。

昭和62年２月 当社の都内での販売拠点として「東京本館」を、東京都中央区日本橋馬喰町に開店。

平成元年７月 商号を、現在の「京都きもの友禅株式会社」に変更。

平成２年11月 打掛レンタルサービスを「友の会」会員向けに取扱い開始。

平成４年11月 「友の会」会員数が１万人を突破。

平成５年１月 「東京本館」を東京都中央区日本橋小伝馬町の自社新築ビルに移転。

平成５年10月 振袖のレンタル取扱開始。

平成７年１月 本社事務所を東京都中央区日本橋大伝馬町の現在地に移転。

平成８年２月 本店所在地を千葉市より現在の東京都中央区日本橋大伝馬町に変更登記。

平成９年10月 「友の会」会員数が３万人を突破。

平成11年10月日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成12年11月東京証券取引所市場第２部に株式を上場。

平成13年８月 化粧品の製造及び販売を事業目的としたシルエンス株式会社(現非連結子会社)を設立。

平成14年３月 東京証券取引所市場第１部に指定替。

平成16年10月「友の会」会員数が５万人を突破。

平成16年11月
当社の顧客等に対して販売代金等の割賦販売斡旋業務を行うＫＹクレジットサービス株式会社
(現連結子会社)を設立。

 平成22年４月 ＫＹクレジットサービス株式会社を吸収合併。
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 (2) 【発行者の目的及び事業の内容】

①発行者の目的

　　１．呉服、和装品、洋服、洋装品、寝装具、寝具、その他関連する衣料用繊維製品の製造、販売、加工、賃貸及び輸出入

２．貴金属、貴石、半貴石、真珠及びこれらの製品、ガラス製品、べっこう製品、さんご製品、こはく製品、ぞうげ製品、七宝製品

の販売、加工、賃貸及び輸出入

３．毛皮製品、皮革製品、履物、服飾雑貨、時計、小間物の販売、加工、賃貸及び輸出入

４．家具、室内インテリア製品、美術工芸品、書籍の販売、加工、賃貸及び輸出入

５．化粧品の販売及び輸出入

６．前各号に掲げる各製品の割賦購入斡旋並びに割賦販売

７．着物、和洋裁、茶道、華道、手工芸、音楽、書道並びに絵画の教室、美術工芸施設、結婚式場の経営及び紹介

８．国内及び国外旅行の企画、宣伝

９．古物商

10．小売業に対する経営指導及び業務受託

11．食品の販売

12．情報処理機器及び情報通信機器の販売

13．ダイレクトメ－ル並びにインタ－ネットによる情報の提供及び販売

14．不動産の賃貸及び管理

15．飲食店の経営

16．損害保険代理業及び自動車損害賠償保障法に基づく保険代理業

17．医療器具、衛生用品の販売及び輸出入

18．不織布を原材料とする磁気、電磁波の防護製品の販売及び輸出入

19．一般労働者派遣業

20．有料職業紹介業

21．前各号に附帯する一切の業務

 

②事業の内容

当社グループは、当社、連結子会社である株式会社京都きもの友禅友の会及び非連結子会社であるシルエンス株

式会社の３社により構成されており、呉服等の販売を主たる業務としております。

当社グループの事業における位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。なお、

事業の種類別セグメントと同一の区分であります。

 

(1)　和装関連事業

当社

当社は、振袖等を中心とした呉服販売を主とし、それに関連する宝飾品等の販売及び呉服等のレンタルを

行い、全国チェーン展開による小売業を営んでおります。
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株式会社京都きもの友禅友の会(連結子会社)

割賦販売法に基づき会員積立業務を営む前払式特定取引業者であり、入会会員には毎月一定額を積み立

てて頂く「お買物カード」を発行し、積立金利用の際には積立金額にボーナス分をプラスすることに

よって、当社の販売促進の助成(呉服販売の取次ぎ―割賦販売法第２条第５項)を行っております。

 

(2)　金融サービス事業

当社

当社の顧客等に対して販売代金等の割賦販売斡旋業務を行っております。

 

(3)　その他の事業

シルエンス株式会社(非連結子会社)

化粧品の製造及び販売を営む子会社であります。

 

事業の概要図は、次の通りであります。

 

 

 

(3) 【資本金の額及び発行済株式の総数】

平成22年11月29日現在

資本金の額（円） 発行済株式の総数(株)

1,215,949,405 18,498,200
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２ 【経理の状況】

１　連結財務諸表の作成方法について

当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、第37期連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)及び第38期連結会計年度(平成20年

４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、第39期連結会計年度(平成21年４

月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、第39期第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第39期第２四半期

連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、第

40期第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第40期第２四半期連結累計期

間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

 

３　監査証明について

(1) 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第37期連結会計年度(平成19年４月１日から平

成20年３月31日まで)の連結財務諸表については、新日本監査法人により監査を受け、第38期連結会計年度(平

成20年４月１日から平成21年３月31日まで)及び第39期連結会計年度(平成21年４月１日から平成22年３月31

日まで)の連結財務諸表については、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査法

人となりました。

(2) 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第39期第２四半期連結会計期間(平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで)及び第39期第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30

日まで)に係る四半期連結財務諸表並びに第40期第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９

月30日まで)及び第40期第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

 
第37期連結会計年度

(平成20年３月31日)

第38期連結会計年度

(平成21年３月31日)

第39期連結会計年度

(平成22年３月31日)

資産の部    

　流動資産    

　　現金及び預金 ※4 4,046,174 4,277,043 4,148,701

　　売掛金 470,067 469,915 379,111

　　割賦売掛金 4,188,040 4,199,555 4,298,480

　　有価証券 ※2 2,475,121※2 3,386,056※2 2,387,717

　　たな卸資産 1,844,536 － －

　　商品及び製品 － 1,732,638 1,776,134

　　原材料及び貯蔵品 － 20,043 40,623

　　繰延税金資産 234,710 210,187 222,332

　　その他 237,502 161,120 181,685

　　貸倒引当金 △6,395 △2,496 △1,936

　　流動資産合計 13,489,758 14,454,063 13,432,850

　固定資産    

　　有形固定資産    

　　　建物 1,643,985 1,734,234 1,824,000

　　　　減価償却累計額 △1,009,653 △1,053,676 △1,113,036

　　　　建物（純額） 634,331 680,558 710,964

　　　土地 2,398,744 2,398,744 2,398,744

　　　その他 276,006 165,074 158,728

　　　　減価償却累計額 △244,888 △137,843 △143,561

　　　　その他（純額） 31,118 27,230 15,166

　　　有形固定資産合計 3,064,193 3,106,532 3,124,874

　　無形固定資産 129,224 38,577 25,325

　　投資その他の資産    

　　　投資有価証券 ※1, ※2 2,086,874※1, ※2 834,621※1, ※2 1,832,186

　　　敷金及び保証金 855,709 858,359 810,242

　　　繰延税金資産 55,224 66,310 41,805

　　　その他 16,309 15,404 15,724

　　　貸倒引当金 △2,000 △2,000 △2,000

　　　投資その他の資産合計 3,012,117 1,772,695 2,697,959

　　固定資産合計 6,205,536 4,917,805 5,848,159

　資産合計 19,695,294 19,371,869 19,281,010
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 (単位：千円)

 
第37期連結会計年度

(平成20年３月31日)

第38期連結会計年度

(平成21年３月31日)

第39期連結会計年度

(平成22年３月31日)

負債の部    

　流動負債    

　　買掛金 468,874 374,617 403,193

　　短期借入金 ※3 850,000 ※3 600,000 －

　　1年内返済予定の長期借入金 ※4 10,320 － 10,524

　　未払法人税等 649,910 490,216 601,005

　　前受金 716,472 621,421 535,234

　　預り金 3,425,545 3,219,807 3,247,181

　　賞与引当金 226,605 218,555 242,000

　　役員賞与引当金 5,400 7,400 15,000

　　販売促進引当金 135,770 150,971 131,233

　　割賦未実現利益 524,758 564,276 615,194

　　繰延税金負債 7,131 6,499 4,410

　　その他 775,430 742,460 758,379

　　流動負債合計 7,796,219 6,996,226 6,563,356

　固定負債    

　　長期借入金 ※4 1,640 － 38,091

　　長期未払金 6,540 6,540 6,540

　　繰延税金負債 8,363 2,443 2,857

　　固定負債合計 16,543 8,983 47,488

　負債合計 7,812,763 7,005,209 6,610,844

純資産の部    

　株主資本    

　　資本金 1,215,949 1,215,949 1,215,949

　　資本剰余金 1,708,256 1,708,256 1,708,259

　　利益剰余金 8,976,598 9,452,863 10,040,178

　　自己株式 △15,368 △15,824 △297,327

　　株主資本合計 11,885,435 12,361,244 12,667,058

　評価・換算差額等    

　　その他有価証券評価差額金 △5,213 3,377 2,251

　　評価・換算差額等合計 △5,213 3,377 2,251

　少数株主持分 2,308 2,037 855

　純資産合計 11,882,531 12,366,659 12,670,166

負債純資産合計 19,695,294 19,371,869 19,281,010
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②【連結損益計算書】

(単位：千円)

 

第37期連結会計年度

(自 平成19年４月１日

至 平成20年３月31日)

第38期連結会計年度

(自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日)

第39期連結会計年度

(自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日)

売上高 16,497,348 17,072,013 17,288,107

売上原価 5,949,014 6,087,381 6,189,377

売上総利益 10,548,333 10,984,631 11,098,729

販売費及び一般管理費 ※1 8,085,665※1 8,667,726※1 8,646,669

営業利益 2,462,668 2,316,905 2,452,060

営業外収益    

　受取利息 29,927 31,942 17,086

　受取配当金 711 806 226

　信販取次手数料 32,261 31,908 23,057

　受取補償金 － 27,287 －

　雑収入 8,828 12,315 11,344

　営業外収益合計 71,728 104,260 51,715

営業外費用    

　支払利息 380 66 851

　雑損失 5,998 5,169 6,355

　営業外費用合計 6,379 5,236 7,206

経常利益 2,528,017 2,415,929 2,496,569

特別利益    

　貸倒引当金戻入額 326 2,842 559

　特別利益合計 326 2,842 559

特別損失    

　固定資産除却損 ※2 5,420 ※2 13,541 ※2 8,647

　賃貸借契約解約損 ※3 3,780 ※3 2,654 ※3 17,252

　投資有価証券評価損 － ※4 55,491 －

　減損損失 ※5 11,680 ※5 52,725 ※5 14,877

　関係会社株式売却損 ※6 3,000 － －

　電話加入権評価損 － ※7 8,586 －

　特別損失合計 23,881 133,000 40,777

税金等調整前当期純利益 2,504,463 2,285,771 2,456,351

法人税、住民税及び事業税 1,102,429 1,032,415 1,086,705

法人税等調整額 △36,204 904 11,324

法人税等合計 1,066,224 1,033,320 1,098,030

少数株主利益又は少数株主損失（△） 59 △394 △1,373

当期純利益 1,438,178 1,252,845 1,359,693
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③【連結株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

 

第37期連結会計年度

(自 平成19年４月１日

至 平成20年３月31日)

第38期連結会計年度

(自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日)

第39期連結会計年度

(自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日)

株主資本    

　資本金    

　　前期末残高 1,215,949 1,215,949 1,215,949

　　当期変動額    

　　　当期変動額合計 － － －

　　当期末残高 1,215,949 1,215,949 1,215,949

　資本剰余金    

　　前期末残高 1,708,276 1,708,256 1,708,256

　　当期変動額    

　　　自己株式の処分 △20 － 2

　　　当期変動額合計 △20 － 2

　　当期末残高 1,708,256 1,708,256 1,708,259

　利益剰余金    

　　前期末残高 8,328,587 8,976,598 9,452,863

　　当期変動額    

　　　剰余金の配当 △775,794 △776,529 △772,379

　　　当期純利益 1,438,178 1,252,845 1,359,693

　　　自己株式の処分 △14,373 △51 －

　　　当期変動額合計 648,010 476,265 587,314

　　当期末残高 8,976,598 9,452,863 10,040,178

　自己株式    

　　前期末残高 △56,648 △15,368 △15,824

　　当期変動額    

　　　自己株式の取得 △319 △537 △281,545

　　　自己株式の処分 41,599 81 41

　　　当期変動額合計 41,280 △456 △281,503

　　当期末残高 △15,368 △15,824 △297,327

　株主資本合計    

　　前期末残高 11,196,165 11,885,435 12,361,244

　　当期変動額    

　　　剰余金の配当 △775,794 △776,529 △772,379

　　　当期純利益 1,438,178 1,252,845 1,359,693

　　　自己株式の取得 △319 △537 △281,545

　　　自己株式の処分 27,206 29 44

　　　当期変動額合計 689,270 475,808 305,814

　　当期末残高 11,885,435 12,361,244 12,667,058
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 (単位：千円)

 

第37期連結会計年度

(自 平成19年４月１日

至 平成20年３月31日)

第38期連結会計年度

(自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日)

第39期連結会計年度

(自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等    

　その他有価証券評価差額金    

　　前期末残高 2,665 △5,213 3,377

　　当期変動額    

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7,879 8,590 △1,125

　　　当期変動額合計 △7,879 8,590 △1,125

　　当期末残高 △5,213 3,377 2,251

　評価・換算差額等合計    

　　前期末残高 2,665 △5,213 3,377

　　当期変動額    

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7,879 8,590 △1,125

　　　当期変動額合計 △7,879 8,590 △1,125

　　当期末残高 △5,213 3,377 2,251

少数株主持分    

　前期末残高 2,368 2,308 2,037

　当期変動額    

　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △59 △271 △1,182

　　当期変動額合計 △59 △271 △1,182

　当期末残高 2,308 2,037 855

純資産合計    

　前期末残高 11,201,199 11,882,531 12,366,659

　当期変動額    

　　剰余金の配当 △775,794 △776,529 △772,379

　　当期純利益 1,438,178 1,252,845 1,359,693

　　自己株式の取得 △319 △537 △281,545

　　自己株式の処分 27,206 29 44

　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7,938 8,319 △2,307

　　当期変動額合計 681,331 484,128 303,506

　当期末残高 11,882,531 12,366,659 12,670,166
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

 

第37期連結会計年度

(自 平成19年４月１日

至 平成20年３月31日)

第38期連結会計年度

(自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日)

第39期連結会計年度

(自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

　税金等調整前当期純利益 2,504,463 2,285,771 2,456,351

　減価償却費 98,961 106,639 104,898

　減損損失 11,680 52,725 14,877

　のれん償却額 31,635 31,635 －

　貸倒引当金の増減額（△は減少） △326 △3,899 △559

　賞与引当金の増減額（△は減少） 17,424 △8,049 23,444

　販売促進引当金の増減額（△は減少） 50,460 15,201 △19,738

　役員賞与引当金の増減額（△は減少） △20,500 2,000 7,600

　受取利息及び受取配当金 △30,638 △32,748 △17,313

　支払利息 380 7,382 5,342

　関係会社株式売却損益（△は益） 3,000 － －

　投資有価証券評価損益（△は益） － 55,491 －

　有形固定資産除却損 5,420 13,541 8,647

　電話加入権評価損 － 8,586 －

　売上債権の増減額（△は増加） △617,283 △106,413 △94,308

　たな卸資産の増減額（△は増加） 144,213 91,855 △64,076

　仕入債務の増減額（△は減少） 148,190 △94,257 28,575

　割賦未実現利益の増減額（△は減少） 20,435 39,517 50,918

　未払消費税等の増減額（△は減少） 71,213 △35,383 9,755

　預り金の増減額（△は減少） △292,127 △205,738 27,374

　その他 27,298 80,430 6,680

　小計 2,173,902 2,304,290 2,548,470

　利息及び配当金の受取額 32,294 33,801 17,477

　利息の支払額 △380 △7,393 △5,546

　法人税等の支払額 △750,342 △1,190,397 △984,337

　営業活動によるキャッシュ・フロー 1,455,473 1,140,300 1,576,064

投資活動によるキャッシュ・フロー    

　定期預金の預入による支出 △31,804 △1,236 △621

　定期預金の払戻による収入 － － 33,662

　関係会社株式の売却による収入 17,000 － －

　有価証券の償還による収入 1,500,000 650,000 1,750,000

　有形固定資産の取得による支出 △65,307 △149,130 △125,455

　投資有価証券の取得による支出 △1,750,250 △549,976 △1,550,699

　投資有価証券の売却による収入 5,400 － －

　敷金の差入による支出 △20,768 △38,196 △58,945

　敷金の回収による収入 8,839 35,546 91,286

　貸付けによる支出 △1,900 △3,150 △1,700

　貸付金の回収による収入 2,345 1,885 2,555

　その他 △15,428 △9,403 △3,746

　投資活動によるキャッシュ・フロー △351,874 △63,662 136,336
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 (単位：千円)

 

第37期連結会計年度

(自 平成19年４月１日

至 平成20年３月31日)

第38期連結会計年度

(自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日)

第39期連結会計年度

(自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー    

　短期借入金の純増減額（△は減少） △370,000 △250,000 △600,000

　長期借入れによる収入 － － 55,000

　長期借入金の返済による支出 △24,720 △11,960 △6,385

　自己株式の取得による支出 － － △281,545

　配当金の支払額 △775,146 △776,058 △770,965

　その他 △319 △507 44

　財務活動によるキャッシュ・フロー △1,170,185 △1,038,525 △1,603,850

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △66,586 38,112 108,550

現金及び現金同等物の期首残高 5,905,112 5,838,526 5,876,638

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 5,838,526※1 5,876,638※1 5,985,189
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

 

第37期連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。

 

第38期連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。

 

第39期連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。

 

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

 
第37期連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社数　　３社

株式会社京都きもの友

禅友の会

ＫＹクレジットサービ

ス株式会社

就職エージェント株式

会社

なお、就職エージェ

ント株式会社は、平

成19年５月１日、株

式会社メディアラン

ドより社名変更した

ものであります。

(1) 連結子会社数　　３社

株式会社京都きもの友

禅友の会

ＫＹクレジットサービ

ス株式会社

就職エージェント株式

会社

(1) 連結子会社数　　３社

株式会社京都きもの友

禅友の会

ＫＹクレジットサービ

ス株式会社

就職エージェント株式

会社

 (2) 非連結子会社の名称

シルエンス株式会社

(連結の範囲から除い

た理由)

　非連結子会社は、小規

模であり、総資産、売上

高、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)

等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を

及ぼしていないため、

連結範囲から除いてお

ります。

　なお、前連結会計年度

まで非連結子会社であ

りました、株式会社Ｋ

ＩＦは、保有株式売却

に伴い当連結会計年度

より非連結子会社でな

くなっております。

(2) 非連結子会社の名称

シルエンス株式会社

(連結の範囲から除い

た理由)

　非連結子会社は、小規

模であり、総資産、売上

高、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)

等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を

及ぼしていないため、

連結範囲から除いてお

ります。

 

(2) 非連結子会社の名称

シルエンス株式会社

(連結の範囲から除い

た理由)

同左
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  第37期連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

２　持分法の適用に関

する事項

(1) 持分法適用の非連結子

会社及び関連会社

該当事項はありませ

ん。

(2) 持分法を適用していな

い非連結子会社の名称

シルエンス株式会社

(持分法を適用しない

理由)

　非連結子会社は、当期

純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体とし

ても重要性がないた

め、持分法の適用範囲

から除いております。

(1) 持分法適用の非連結子

会社及び関連会社

同左

 

(2) 持分法を適用していな

い非連結子会社の名称

シルエンス株式会社

(持分法を適用しない

理由)

同左

(1) 持分法適用の非連結子

会社及び関連会社

同左

 

(2) 持分法を適用していな

い非連結子会社の名称

シルエンス株式会社

(持分法を適用しない

理由)

同左

３　連結子会社の事業

年度等に関する事

項

　連結子会社の決算日は、就

職エージェント株式会社は

２月末日、その他の連結子

会社は３月末日でありま

す。連結財務諸表の作成に

当たっては、同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要

な調整を行っております。

同左 同左

４　会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価

差額は全部純資

産直入法により

処理し、売却原

価は移動平均法

により算定)

時価のないもの

移動平均法によ

る原価法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

 

 

 

 

 

時価のないもの

同左

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

 

 

 

 

 

時価のないもの

同左
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第37期連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

 ②　たな卸資産

商品

個別法による原価

法

(但し、一部の裏地

等については移動

平均法による原価

法)

②　たな卸資産

通常の販売目的で保有

するたな卸資産

評価基準は原価法

(収益性の低下によ

る簿価切下げの方

法)によっておりま

す。

商品

個別法

(但し、一部の裏地

等については移動

平均法)

②　たな卸資産

通常の販売目的で保有

するたな卸資産

評価基準は原価法

(収益性の低下によ

る簿価切下げの方

法)によっておりま

す。

商品

個別法

(但し、一部の裏地

等については移動

平均法(月別))

 貯蔵品

最終仕入原価法

貯蔵品

最終仕入原価法

貯蔵品

最終仕入原価法

  (会計方針の変更)

当連結会計年度より、

「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準

第９号　平成18年７月５日

公表分）を適用しておりま

す。この変更に伴う損益に

与える影響はありません。

 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法

 ①　有形固定資産

定率法

(ただし、平成10年４

月１日以降に取得し

た建物(建物付属設

備を除く)について

は定額法)

なお、耐用年数及び

残存価額について

は、法人税法に規定

する方法と同一の基

準によっておりま

す。

①　有形固定資産

定率法

（ただし、平成10年

４月１日以降に取得

した建物（建物付属

設備を除く）につい

ては定額法）

なお、耐用年数及び

残存価額について

は、法人税法に規定

する方法と同一の基

準によっておりま

す。

また、平成19年３月

31日以前に取得した

ものについては、償

却可能限度額まで償

却が終了した翌年か

ら５年間で均等償却

する方法によってお

ります。

①　有形固定資産

同左
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第37期連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

 ②　少額減価償却資産

取得価額が10万円以

上20万円未満の資産

については、３年間

均等償却

②　少額減価償却資産

取得価額が10万円以

上20万円未満の資産

については、３年間

均等償却

②　少額減価償却資産

同左

 (会計方針の変更)

　法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法律

　平成19年３月30日　法律第

６号)及び(法人税法施行令

の一部を改正する政令　平

成19年３月30日　政令第83

号))に伴い、当連結会計年

度から、平成19年４月１日

以降に取得したものについ

ては、改正後の法人税法に

基づく方法に変更しており

ます。

　当該変更に伴う損益に与

える影響は軽微でありま

す。

  

 (追加情報)

　当連結会計年度から、平成

19年３月31日以前に取得し

たものについては、償却可

能限度額まで償却が終了し

た翌年から５年間で均等償

却する方法によっておりま

す。

　当該変更に伴う損益に与

える影響は軽微でありま

す。

  

 ③　無形固定資産

自社利用のソフト

ウェアについては、

社内における利用可

能期間(５年)に基づ

く定額法

③　無形固定資産

同左

③　無形固定資産

同左

 (3) 重要な引当金の計上基

準

(3) 重要な引当金の計上基

準

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ①　貸倒引当金

債権の貸倒れに備え

るため、一般債権に

ついては貸倒実績率

により、貸倒懸念債

権等特定の債権につ

いては個別に回収可

能性を検討し、回収

不能見込額を計上し

ております。

①　貸倒引当金

同左

①　貸倒引当金

同左
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  第37期連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

 ②　賞与引当金

従業員賞与の支給に

充てるため、支給見

込額に基づき計上し

ております。

②　賞与引当金

同左

②　賞与引当金

同左

 ③　役員賞与引当金

役員賞与の支給に充

てるため、支給見込

額に基づき当連結会

計年度に見合う分を

計上しております。

③役員賞与引当金

同左

③　役員賞与引当金

同左

 ④　販売促進引当金

売上に係る特典の利

用に備えるため、当

連結会計年度末にお

いて、将来特典が利

用されることに伴っ

て発生すると見込ま

れる費用の額を計上

しております。

④　販売促進引当金

同左

④　販売促進引当金

同左

 (4) リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

――――― ―――――

 (5) 収益の計上基準

　割賦販売斡旋業務に係

る会員手数料の収益計上

基準は期日到来基準と

し、７・８分法を採用す

ることとしております。

　(注)７・８分法

手数料総額を分割

回数の合計額で除

し、等差級数順に按

分する方法

(4) 収益の計上基準

同左

(4) 重要な収益の計上基準

同左

 (6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっており

ます。

(5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

(5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左
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第37期連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

５　連結子会社の資産

及び負債の評価に

関する事項

　連結子会社の資産及び負

債の評価については、全面

時価評価法を採用しており

ます。

同左 同左

６　のれん及び負のの

れんの償却に関す

る事項

　のれんは、５年間で均等償

却しております。

同左 ─────

７　連結キャッシュ・

フロー計算書にお

ける資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投

資からなっております。

同左 同左

 

 
【会計方針の変更】

第37期連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

─────── (リース取引に関する会計基準等）

　当連結会計年度より、「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準

第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月

30日改正））及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１

月18日（日本公認会計士協会会計制

度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用しております。この変

更に伴う損益に与える影響はありま

せん。

　なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始

日が平成20年３月31日以前のものに

ついては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっており

ます。

───────
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【表示方法の変更】

第37期連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(連結損益計算書)

　前連結会計年度において区分掲記

しておりました「催事協賛金」(当

連結会計年度280千円)は、営業外収

益の100分の10以下となったため、当

連結会計年度においては営業外収益

の「雑収入」に含めて表示しており

ます。

(連結損益計算書)

　財務諸表等規則等の一部を改正す

る内閣府令（平成20年８月７日内閣

府令第50号）が適用となることに伴

い、前連結会計年度において、「たな

卸資産」として掲記されたものは、

当連結会計年度から「商品及び製

品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲

記しております。

　なお、前連結会計年度の「たな卸資

産」に含まれる「商品及び製品」

「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ

1,821,402千円、23,134千円でありま

す。

───────

 

【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

第37期連結会計年度
(平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(平成22年３月31日)

※１　非連結子会社シルエンス株式

会社に対する出資(株式)が

30,000千円含まれておりま

す。

※１　非連結子会社シルエンス株式

会社に対する出資(株式)が

30,000千円含まれておりま

す。

※１　非連結子会社シルエンス株式

会社に対する出資(株式)が

30,000千円含まれておりま

す。

※２　割賦販売法に基づき以下の資

産を供託しております。

有価証券 500,720千円

投資有価証券 1,455,415千円

※２　割賦販売法に基づき以下の資

産を供託しております。

有価証券 1,353,340千円

投資有価証券 500,730千円

※２　割賦販売法に基づき以下の資

産を供託しております。

有価証券 501,220千円

投資有価証券 1,353,300千円

※３　連結子会社ＫＹクレジット

サービス㈱においては、運転

資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行３行と当座貸越契

約を締結しております。

当連結会計年度末における当

座貸越契約及び借入金未実行

残高等はそれぞれ次のとおり

であります。

当座貸越
極度額の総額

8,000,000千円

貸出実行残高 850,000千円

差引額 7,150,000千円

※３　連結子会社ＫＹクレジット

サービス㈱においては、運転

資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行３行と当座貸越契

約を締結しております。

当連結会計年度末における当

座貸越契約及び借入金未実行

残高等はそれぞれ次のとおり

であります。

当座貸越
極度額の総額

8,000,000千円

貸出実行残高 600,000千円

差引額 7,400,000千円

　３　連結子会社ＫＹクレジットサー

ビス㈱においては、運転資金

の効率的な調達を行うため取

引銀行３行と当座貸越契約を

締結しております。

当連結会計年度末における当

座貸越契約及び借入金未実行

残高等はそれぞれ次のとおり

であります。

当座貸越
極度額の総額

8,000,000千円

貸出実行残高 ─千円

差引額 8,000,000千円

※４　担保資産及び担保付債務

(1) 担保に供している資産

定期預金 10,029千円

(2) 上記に対応する債務

１年内返済予
定長期借入金

5,680千円

長期借入金 1,640千円

合計 7,320千円

※４　　 ―――――――

 

※４　　 ―――――――
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(連結損益計算書関係)

第37期連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

広告宣伝費 2,010,195千円

販売促進費 812,360

給与手当 2,105,371

減価償却費 95,587

賃借料 915,142

賞与引当金
繰入額

226,605

役員賞与
引当金繰入額

5,400

販売促進
引当金繰入額

135,770

※１　販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

広告宣伝費 2,194,621千円

販売促進費 903,467

給与手当 2,313,807

減価償却費 102,280

賃借料 928,325

賞与引当金
繰入額

218,555

役員賞与
引当金繰入額

7,400

販売促進
引当金繰入額

150,971

※１　販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

広告宣伝費 1,784,846千円

販売促進費 1,043,074

給与手当 2,522,592

減価償却費 103,238

賃借料 931,124

賞与引当金
繰入額

242,000

役員賞与
引当金繰入額

15,000

販売促進
引当金繰入額

131,113

※２　建物(店舗等内部造作)及び工

具器具備品(店舗コンピュー

タ等)等の除却に伴うもので

あります。

建物 3,708千円

工具器具備品 1,711

計 5,420

※２　建物(店舗等内部造作)及び工

具器具備品(店舗コンピュー

タ等)等の除却に伴うもので

あります。

建物 11,314千円

工具器具備品 2,227

計 13,541

※２　建物(店舗等内部造作)及び工

具器具備品(店舗コンピュー

タ等)等の除却に伴うもので

あります。

建物 8,311千円

工具器具備品 336

計 8,647

※３　店舗移転に伴う原状回復費で

あります。

※３　　　　　同左 ※３　　　　　同左

※４　　 ――――――― ※４　投資有価証券評価損は、実質価

額の著しく下落している有価

証券の評価損であります。

※４　　 ───────

※５　減損損失

当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計

上しております。

(1) 減損損失を認識した資産グ

ループの概要

用途 種類
場所
店数

減損損失
(千円)

店舗 建物他
東京都中央区
１店

11,680

※５　減損損失

当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計

上しております。

(1) 減損損失を認識した資産グ

ループの概要

用途 種類
場所
店数

減損損失
（千円）

－ のれん
就職エージェ
ント㈱

52,725

※５　減損損失

当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計

上しております。

(1) 減損損失を認識した資産グ

ループの概要

用途 種類 場所

事業用
資産

建物、工具、器具
及び備品、ソフト
ウェア

就職エージェ
ント㈱

(2) 減損損失の認識に至った経

緯

店舗における営業活動から

生じる損益又はキャッシュ

・フローが、継続してマイ

ナスとなっているか、又は

継続してマイナスとなる見

込みである店舗を対象とし

て認識しております。

(2) 減損損失の認識に至った経

緯

連結子会社の就職エージェ

ント㈱の収益性が低下した

ため、のれん未償却残高全

額を対象として認識してお

ります。

(2) 減損損失の認識に至った経

緯

連結子会社の就職エージェ

ント㈱の収益性が低下した

ため、有形固定資産及びソ

フトウェア残高全額を対象

として認識しております。
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 第37期連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(3) 減損損失の金額

建物 11,327千円

工具器具備品 353

計 11,680

(3) 減損損失の金額

のれん 52,725

計 52,725

(3) 減損損失の金額

建物 5,782千円

工具、器具
及び備品

2,140

ソフトウェア 6,954

計 14,877

(4) 資産のグルーピングの方法

キャッシュ・フローを生み

出す最小単位として店舗を

基本単位に資産のグルーピ

ングを行っております。

(4) 回収可能価額の算定方法

連結子会社就職エージェン

ト㈱の収益性を鑑み、帳簿

価額を全額減損損失として

おります。

(4) 回収可能価額の算定方法

連結子会社就職エージェン

ト㈱の収益性を鑑み、帳簿

価額を全額減損損失として

おります。

(5) 回収可能価額の算定方法

店舗の帳簿価額を全額減損

損失としております。

  

※６　関係会社株式売却損は、当社子

会社株式会社ＫＩＦの全株式

を売却したことに伴うもので

あります。

※６　　 ――――――― ※６　　 ───────

※７　　 ――――――― ※７　利用休止中の電話回線につい

て、電話加入権評価損を計上

したものであります。

※７　　 ───────
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(連結株主資本等変動計算書関係)

第37期連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 184,982 ― ― 184,982

 
 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 340.02 3.00 250.00 93.02

 
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　端株の買取りによる増加　　  　　　　　　３株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　ストック・オプションの行使による減少　 250株
 

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月21日
定時株主総会

普通株式 553,925 3,000平成19年３月31日平成19年６月22日

平成19年10月24日
取締役会

普通株式 221,868 1,200平成19年９月30日平成19年12月10日

 

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 554,666 3,000平成20年３月31日平成20年６月25日
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第38期連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 184,982 18,313,218 ― 18,498,200

 
(注)　 平成21年１月４日付で株式１株を100株に分割し、単元株式数を100株とする単元株制度を導入しております。

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　株式の分割による増加　　18,313,218株

 
 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 93.02 9,859.48 0.5 9,952

 
(注)　平成21年１月４日付で株式１株を100株に分割し、単元株式数を100株とする単元株制度を導入しております。

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　株式分割による増加　　　　   　　9,753.48株　　

端株の買取りによる増加　　　　  　　　　6株

単元未満株式の買取りによる増加  　　　100株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　端株の買増請求による売渡しによる減少　0.5株
 

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月24日
定時株主総会

普通株式 554,666 3,000平成20年３月31日平成20年６月25日

平成20年10月28日
取締役会

普通株式 221,862 1,200平成20年９月30日平成20年12月８日

 

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 554,647 30平成21年３月31日平成21年６月25日

(注)　平成21年１月４日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。
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第39期連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 18,498,200 ─ ─ 18,498,200

 
 
 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 9,952 344,992 50 354,894

 
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　取締役会決議による自己株式の取得による増加　　　343,800株

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　 　　　　 1,192株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買増請求による売渡しによる減少　　　　 50株

 

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月24日
定時株主総会

普通株式 554,647 30平成21年３月31日平成21年６月25日

平成21年10月27日
取締役会

普通株式 217,731 12平成21年９月30日平成21年12月７日

 

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 544,299 30平成22年３月31日平成22年６月24日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

第37期連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

4,046,174千円

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金及び担保預
金

△31,804

取得日から３ヶ
月以内に満期日
又は償還日の到
来する短期投資
(有価証券)

1,824,156

現金及び
現金同等物

5,838,526

※１　現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

4,277,043千円

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金

△33,041

取得日から３ヶ
月以内に満期日
又は償還日の到
来する短期投資
(有価証券)

1,632,636

現金及び
現金同等物

5,876,638

※１　現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

4,148,701千円

取得日から３ヶ
月以内に満期日
又は償還日の到
来する短期投資
(有価証券)

1,836,487

現金及び
現金同等物

5,985,189
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(リース取引関係)

第37期連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 有形固定資産
(工具器具及び備品)

(千円)

取得価額
相当額

4,920

減価償却
累計額
相当額

3,116

期末残高
相当額

1,804

(注)取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定

しております。

リース取引開始日が平成20年３月31

日以前の所有権移転外ファイナンス

・リース取引

(借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 有形固定資産
(工具器具及び備品)

(千円)

取得価額
相当額

1,860

減価償却
累計額
相当額

1,550

期末残高
相当額

310

(注)取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定

しております。

リース取引開始日が平成20年３月31

日以前の所有権移転外ファイナンス

・リース取引

(借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

───────

 

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 984千円

１年超 820千円

合計 1,804千円

(注)未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込

み法により算定しており

ます。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 310千円

１年超 ―千円

合計 310千円

(注)未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込

み法により算定しており

ます。

②　未経過リース料期末残高相当額

───────

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 984千円

減価償却費相当額 984千円

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 576千円

減価償却費相当額 576千円

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 31千円

減価償却費相当額 31千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。
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(金融商品関係)

 

　第39期連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）　

 

（追加情報）

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しており

ます。　

 

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　　　当社グループは、資金運用については主に預金、国債及び公社債投信を用いており、また、資金調達については銀

行借入による方針です。また、デリバティブ取引は行っておりません。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　　営業債権である売掛金及び割賦売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、信販会社によるショッピング

クレジットを利用することにより、信用リスクの低減を図っております。

有価証券及び投資有価証券は主としてリスクの低いＭＭＦ、国債及び公社債投信であり、国債には㈱京都きも

の友禅友の会における割賦販売法に基づく供託のために保有しているものが含まれております。

　　　敷金及び保証金は、賃貸借店舗の差入敷金であり、移転・退店時の敷金回収については貸主の信用リスクに晒さ

れていますが、貸主毎の格付信用情報等を適時確認することにより信用リスクを把握することとしております。

　営業債権である買掛金は、全て１ヶ月以内の支払期日であります。

 

２　金融商品の時価等に関する事項

　平成22年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。（(注2)参照）

（単位：千円）

 連結貸借対照表

計上額（※）

時価

（※）

差額

(1)現金及び預金 4,148,701 4,148,701 ―

(2)売掛金 379,111 379,111 ―

(3)割賦売掛金 4,298,480   

   割賦未実現利益 (615,194)  

   差額 3,683,285 3,338,612△344,672

(4)有価証券及び投資有価証券    

　　その他有価証券 4,181,885 4,181,885 ―

(5)敷金及び保証金 810,242 755,363 △54,879

(6)買掛金 (403,193) (403,193) ―

（※）　負債に計上されているものは（　）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　(1)現金及び預金、及び(2)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　(3)割賦売掛金

決済までの期間、及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値により算定しております。

　(4)有価証券及び投資有価証券

　これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は日本証券業協会発表の売買参考統計値に

おける指標によっており、投資信託は投資信託協会発表の基準価額によっております。また、ＭＭＦは短期間で

決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　　なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する注記事項については、「有価証券関係」注記

を参照下さい。

　(5)敷金及び保証金

　　　預託先毎に返還までの期間、及び格付会社の信用格付等に基づく信用リスクを加味した利率により割り引いた現

在価値により算定しております。

　(6)買掛金

　　　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

（注２）非上場株式（非連結子会社株式を含む、連結貸借対照表計上額31,242千円）は、市場価格がなく、かつ将来

キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、及び組

合出資金（連結貸借対照表計上額6,776千円）は組合財産の殆どが非上場株式であり、同様に時価を把握する

ことが困難と認められるため「(4)有価証券及び投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

 

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

 1年以内 1年超
5年以内

現金及び預金 4,148,701 ―

売掛金 379,111 ―

割賦売掛金 2,217,138 2,081,341

有価証券及び投資有価証券   

　その他有価証券のうち満期があるもの(国債) 550,000 1,550,000

合計 7,294,951 3,631,341
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(有価証券関係)

第37期連結会計年度(平成20年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

(連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの)

   

①株式 ― ― ―

②債券    

国債・地方債等 2,200,401 2,207,130 6,728

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③その他 248,117 252,510 4,393

小計 2,448,518 2,459,640 11,122

(連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの)

   

①株式 38,607 21,151 △17,455

②債券    

国債・地方債等 99,923 99,880 △43

社債 100,745 100,240 △505

その他 ― ― ―

③その他 5,096 2,927 △2,169

小計 244,371 224,198 △20,173

合計 2,692,890 2,683,839 △9,050

 

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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３　時価評価されていない有価証券

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券  

マネーマネージメントファンド 1,824,156

非上場株式 24,000

計 1,848,156

 

４　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日以降の償還予定額

区分 １年以内(千円) １年超５年以内(千円)５年超10年以内(千円) 10年超(千円)

①債券     

国債・地方債等 550,725 1,756,285 ― ―

社債 100,240 ― ― ―

その他 ― ― ― ―

②その他 ― 21,776 ― ―

合計 650,965 1,778,061 ― ―
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第38期連結会計年度(平成21年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

(連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの)

   

①株式 ― ― ―

②債券    

国債・地方債等 2,299,994 2,304,305 4,310

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③その他 240,191 241,640 1,449

小計 2,540,185 2,545,945 5,759

(連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの)

   

①株式 9,567 9,450 △116

②債券    

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③その他 1,402 1,402 ―

小計 10,969 10,853 △116

合計 2,551,155 2,556,798 5,643

(注)　当連結会計年度において、株式について29,040千円、その他について3,693千円の減損処理を行っております。

 

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

京都きもの友禅株式会社(E03320)

公開買付届出書

43/80



３　時価評価されていない有価証券

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券  

マネーマネージメントファンド 1,632,636

非上場株式 1,242

計 1,633,879

(注)　当連結会計年度において、非上場株式について22,757千円の減損処理を行っております。

 

４　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日以降の償還予定額

区分 １年以内(千円) １年超５年以内(千円)５年超10年以内(千円) 10年超(千円)

①債券     

国債・地方債等 1,753,420 550,885 　　　　　　　　― ―

社債 ― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

②その他 ― 10,854 ― ―

合計 1,753,420 561,739 ― ―
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第39期連結会計年度

１　その他有価証券（平成22年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

(連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの)

   

①株式 ― ― ―

②債券    

国債・地方債等 1,904,530 1,900,365 4,164

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③その他 232,556 231,402 1,154

小計 2,137,086 2,131,767 5,318

(連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの)

   

①株式 8,161 9,567 △1,405

②債券    

国債・地方債等 200,150 200,164 △14

社債 ― ― ―

その他 ─ ― ―

③その他 1,836,487 1,836,487 ―

小計 2,044,799 2,046,219 △1,420

合計 4,181,885 4,177,987 3,898

 

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

 

３　当連結会計年度中の保有目的の変更(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

第37期連結会計年度及び第38期連結会計年度並びに第39期連結会計年度において、該当事項はありません。

 

(退職給付関係)

第37期連結会計年度及び第38期連結会計年度並びに第39期連結会計年度において、該当事項はありません。

 

(ストック・オプション等関係)

第37期連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１．当該連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費（株式報酬費用）　27,206千円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)ストック・オプションの内容

会社名 提出会社
決議年月日 平成15年６月13日
付与対象者の区分及び人数 当社取締役３名及び当社従業員70名
株式の種類及び付与数(株)　(注) 普通株式　2,000
付与日 平成15年８月18日

権利確定条件

新株予約権の割当を受けたものは、権利行使においても、当社の取締役
又は従業員その他これに準ずる地位にあることを要す。ただし、任期満
了による退任、定年退職その他これに準ずる正当な理由がある場合には
この限りではない。
新株予約権の割当を受けたものが死亡した場合は、相続人は、これを行
使することはできないものとする。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはない
権利行使期間 平成17年６月14日～平成20年６月13日

 

会社名 提出会社
決議年月日 平成16年６月17日
付与対象者の区分及び人数 当社取締役３名及び当社従業員97名
株式の種類及び付与数(株)　(注) 普通株式　2,000
付与日 平成17年１月12日

権利確定条件

新株予約権の割当を受けたものは、権利行使においても、当社の取締役
又は従業員その他これに準ずる地位にあることを要す。ただし、任期満
了による退任、定年退職その他これに準ずる正当な理由がある場合には
この限りではない。
新株予約権の割当を受けたものが死亡した場合は、相続人は、これを行
使することはできないものとする。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはない
権利行使期間 平成18年６月18日～平成21年６月17日

(注)　平成18年４月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の付

与数の調整を行っております。
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 会社名 就職エージェント株式会社
決議年月日 平成18年３月10日
付与対象者の区分及び人数 同社取締役３名及び社外協力者１名
株式の種類及び付与数(株) 普通株式　30
付与日 平成18年４月20日

権利確定条件

新株予約権の行使時に、新株予約権の割当を受けた者(以下「対象者」
という）が、当社並びに当社の子会社及び関連会社の取締役、監査役、従
業員その他これに準ずる地位にあることを要する。ただし、次に定める
場合は本項を適用しない。
①任期満了による退任、定年退職その他当社の取締役会が正当な理由
があると認めた場合
②対象者が社外協力者である場合
対象者が行使期間開始日後に死亡した場合、対象者の相続人は、新株予
約権を行使することができる。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはない
権利行使期間 平成20年３月11日～平成28年３月10日

(注)　就職エージェント株式会社は、平成19年５月１日、株式会社メディアランドより社名変更したものであります。

 

会社名 提出会社
決議年月日 平成19年６月21日
付与対象者の区分及び人数 当社取締役３名(社外取締役は除く)
株式の種類及び付与数(株) 普通株式　250株
付与日 平成19年７月31日

権利確定条件
新株予約権の全部または一部を行使することができる。
その他の権利行使の条件は、当社取締役会において決定するものとする。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはない
権利行使期間 平成19年８月１日～平成49年７月31日
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 (2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度(平成20年３月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社 就職エージェント株式会社
決議年月日 平成15年６月13日 平成16年６月17日 平成18年３月10日
権利確定前    
期首(株) ― ― 30
付与(株) ― ― ―
失効(株) ― ― ―
権利確定(株) ― ― ―
未確定残(株) ― ― 30
権利確定後    
期首(株) 232 1,450 ―
権利確定(株) ― ― ―
権利行使(株) ― ― ―
失効(株) 20 64 ―
未行使残(株) 212 1,386 ―

 

会社名 提出会社
決議年月日 平成19年６月21日
権利確定前  
期首(株) ―
付与(株) 250
失効(株) ―
権利確定(株) 250
未確定残(株) ―
権利確定後  
期首(株) ―
権利確定(株) 250
権利行使(株) 250
失効(株) ―
未行使残(株) ―

 

②単価情報

会社名 提出会社 提出会社 就職エージェント株式会社
決議年月日 平成15年６月13日 平成16年６月17日 平成18年３月10日
権利行使価格(円) 131,441 120,000 520,000
行使時平均株価(円) ― ― ―
付与日における公正な
評価単価(円)

― ― ―

 

会社名 提出会社
決議年月日 平成19年６月21日
権利行使価格(円) 1
行使時平均株価(円) 108,000
付与日における公正な
評価単価(円)

108,824
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３．前連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1)使用した算定技法

ブラック・ショールズ式

(2)使用した主な基礎数値及びその見積方法

①株価変動性　29％

平成17年７月１日～平成19年６月30日の株価実績に基づき算定

②予想残存期間　0.5ヶ月

③予想配当　4,200円／株

④無リスク利子率　1.732％

10年物指標国債の平成18年７月から平成19年６月までの平均利回り
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第38期連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)ストック・オプションの内容

会社名 提出会社
決議年月日 平成15年６月13日
付与対象者の区分及び人数 当社取締役３名及び当社従業員70名
株式の種類及び付与数(株)　(注) 普通株式　2,000
付与日 平成15年８月18日

権利確定条件

新株予約権の割当を受けたものは、権利行使においても、当社の取締役
又は従業員その他これに準ずる地位にあることを要す。ただし、任期満
了による退任、定年退職その他これに準ずる正当な理由がある場合には
この限りではない。
新株予約権の割当を受けたものが死亡した場合は、相続人は、これを行
使することはできないものとする。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはない
権利行使期間 平成17年６月14日～平成20年６月13日

(注)　平成18年４月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の付

与数の調整を行っております。

 

会社名 提出会社
決議年月日 平成16年６月17日
付与対象者の区分及び人数 当社取締役３名及び当社従業員97名
株式の種類及び付与数(株)　(注) 普通株式　200,000
付与日 平成17年１月12日

権利確定条件

新株予約権の割当を受けたものは、権利行使においても、当社の取締役
又は従業員その他これに準ずる地位にあることを要す。ただし、任期満
了による退任、定年退職その他これに準ずる正当な理由がある場合には
この限りではない。
新株予約権の割当を受けたものが死亡した場合は、相続人は、これを行
使することはできないものとする。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはない
権利行使期間 平成18年６月18日～平成21年６月17日

(注)　平成18年４月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。また、平成21年１月４日付で株式１株につき

100株の株式分割を行っております。これらに伴い、新株予約権の目的となる株式の付与数の調整を行っております。

 

会社名 就職エージェント株式会社
決議年月日 平成18年３月10日
付与対象者の区分及び人数 同社取締役３名及び社外協力者１名
株式の種類及び付与数(株) 普通株式　30
付与日 平成18年４月20日

権利確定条件

新株予約権の行使時に、新株予約権の割当を受けた者(以下「対象者」
という）が、当社並びに当社の子会社及び関連会社の取締役、監査役、従
業員その他これに準ずる地位にあることを要する。ただし、次に定める
場合は本項を適用しない。
①任期満了による退任、定年退職その他当社の取締役会が正当な理由
があると認めた場合
②対象者が社外協力者である場合
対象者が行使期間開始日後に死亡した場合、対象者の相続人は、新株予
約権を行使することができる。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはない
権利行使期間 平成20年３月11日～平成28年３月10日
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 (2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度(平成21年３月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社 就職エージェント株式会社
決議年月日 平成15年６月13日 平成16年６月17日 平成18年３月10日
権利確定前    
期首(株) ― ― 30
付与(株) ― ― ―
失効(株) ― ― ―
権利確定(株) ― ― 30
未確定残(株) ― ― ―
権利確定後    
期首(株) 212 138,600 ―
権利確定(株) ― ― 30
権利行使(株) ― ― ―
失効(株) 212 3,800 ―
未行使残(株) ― 134,800 30

(注)　平成21年１月４日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。これに伴い、提出会社の平成16年６月17日決

議のストック・オプションは、期首に株式分割があったものとして権利確定後の株数を記載しております。

 

②単価情報

会社名 提出会社 提出会社 就職エージェント株式会社
決議年月日 平成15年６月13日 平成16年６月17日 平成18年３月10日
権利行使価格(円) 131,441 1,200 520,000
行使時平均株価(円) ― ― ―
付与日における公正な
評価単価(円)

― ― ―

(注)　平成21年１月４日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。これに伴い、提出会社の平成16年６月17日決

議のストック・オプションは、権利行使価格を調整しております。
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第39期連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)ストック・オプションの内容

会社名 提出会社
決議年月日 平成16年６月17日
付与対象者の区分及び人数 当社取締役３名及び当社従業員97名
株式の種類及び付与数(株)　(注) 普通株式　200,000
付与日 平成17年１月12日

権利確定条件

新株予約権の割当を受けたものは、権利行使においても、当社の取締
役又は従業員その他これに準ずる地位にあることを要す。ただし、任
期満了による退任、定年退職その他これに準ずる正当な理由がある場
合にはこの限りではない。
新株予約権の割当を受けたものが死亡した場合は、相続人は、これを
行使することはできないものとする。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはない
権利行使期間 平成18年６月18日～平成21年６月17日

(注)　平成18年４月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。また、平成21年１月４日付で株式１株につき

100株の株式分割を行っております。これらに伴い、新株予約権の目的となる株式の付与数の調整を行っております。

 

会社名 就職エージェント株式会社
決議年月日 平成18年３月10日
付与対象者の区分及び人数 同社取締役３名及び社外協力者１名
株式の種類及び付与数(株) 普通株式　30
付与日 平成18年４月20日

権利確定条件

新株予約権の行使時に、新株予約権の割当を受けた者(以下「対象
者」という）が、当社並びに当社の子会社及び関連会社の取締役、監
査役、従業員その他これに準ずる地位にあることを要する。ただし、次
に定める場合は本項を適用しない。
①任期満了による退任、定年退職その他当社の取締役会が正当な理
由があると認めた場合

②対象者が社外協力者である場合
対象者が行使期間開始日後に死亡した場合、対象者の相続人は、新株
予約権を行使することができる。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはない
権利行使期間 平成20年３月11日～平成28年３月10日
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 (2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度(平成22年３月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

会社名 提出会社 就職エージェント株式会社
決議年月日 平成16年６月17日 平成18年３月10日
権利確定前   
期首(株) ─ ─
付与(株) ─ ─
失効(株) ─ ─
権利確定(株) ─ ─
未確定残(株) ─ ─
権利確定後   
期首(株) 134,800 30
権利確定(株) ─ ─
権利行使(株) ─ ─
失効(株) 134,800 ─
未行使残(株) ─ 30

(注)　平成21年１月４日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。これに伴い、提出会社の平成16年６月17日決

議のストック・オプションは、期首に株式分割があったものとして権利確定後の株数を記載しております。

 

②単価情報

会社名 提出会社 就職エージェント株式会社
決議年月日 平成16年６月17日 平成18年３月10日
権利行使価格(円) 1,200 520,000
行使時平均株価(円) ─ ─
付与日における公正
な評価単価(円)

― ―

(注)　平成21年１月４日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。これに伴い、提出会社の平成16年６月17日決

議のストック・オプションは、権利行使価格を調整しております。

 

 

前へ　　　次へ
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(税効果会計関係)

第37期連結会計年度
(平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債

の発生の主な原因の内訳

　繰延税金資産  

未払事業税 50,742千円

賞与引当金 92,228

会員権評価損 18,213

販売促進
引当金

55,258

投資有価証券
評価損

24,420

子会社繰越
欠損金

37,192

その他 61,234

小計 339,289

評価性引当額 △47,836

繰延税金資産
合計

291,452

　繰延税金負債  

有価証券
評価差額

△9,881

割賦未実現
利益

△7,131

繰延税金負債
合計

△17,012

　繰延税金資産
純額

274,440

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債

の発生の主な原因の内訳

　繰延税金資産  

未払事業税 39,182千円

賞与引当金 88,952

会員権評価損 18,213

販売促進
引当金

61,445

投資有価証券
評価損

33,682

子会社繰越
欠損金

50,711

その他 45,559

小計 337,747

評価性引当額 △60,142

繰延税金資産
合計

277,605

　繰延税金負債  

有価証券
評価差額

△4,085

割賦未実現
利益

△5,964

繰延税金負債
合計

△10,050

　繰延税金資産
純額

267,554

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債

の発生の主な原因の内訳

　繰延税金資産  

未払事業税 47,225千円

賞与引当金 98,494

会員権評価損 18,213

販売促進
引当金

53,411

投資有価証券
評価損

9,262

子会社繰越
欠損金

99,567

その他 40,959

小計 367,133

評価性引当額 △102,407

繰延税金資産
合計

264,725

　繰延税金負債  

有価証券
評価差額

△3,444

割賦未実現
利益

△4,410

繰延税金負債
合計

△7,854

　繰延税金資産
純額

256,871

　
(注)　繰延税金資産の純額は、連結貸

借対照表の以下の項目に含ま

れています。

　　流動資産－繰延税金資産

234,710千円

　　固定資産－繰延税金資産

55,224

　　流動負債－繰延税金負債

△7,131

　　固定負債－繰延税金負債

△8,363

　

(注)　繰延税金資産の純額は、連結貸

借対照表の以下の項目に含ま

れています。

　　流動資産－繰延税金資産

210,187千円

　　固定資産－繰延税金資産

66,310

　　流動負債－繰延税金負債

△6,499

　　固定負債－繰延税金負債

△2,443

　

(注)　繰延税金資産の純額は、連結貸

借対照表の以下の項目に含ま

れています。

　　流動資産－繰延税金資産

222,332千円

　　固定資産－繰延税金資産

41,805

　　流動負債－繰延税金負債

△4,410

　　固定負債－繰延税金負債

△2,857
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 第37期連結会計年度
(平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(平成22年３月31日)

２　法定実効税率と税効果会計適用

後の法人税等の負担率との間に

重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった重要な項目

別の内訳

　法定実効税率 40.7％

　(調整)  

住民税均等割 1.7

その他 0.2

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

42.6

　

２　法定実効税率と税効果会計適用

後の法人税等の負担率との間に

重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった重要な項目

別の内訳

　法定実効税率 40.7％

　(調整)  

住民税均等割 1.8

のれん減損損失 0.9

のれん償却費 0.6

評価性引当額増加 0.5

その他 0.7

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

45.2

　

２　法定実効税率と税効果会計適用

後の法人税等の負担率との間に

重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった重要な項目

別の内訳

　法定実効税率 40.7％

　(調整)  

住民税均等割 1.7

評価性引当額増加 1.7

その他 0.6

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

44.7

　

 

 

(企業結合等関係)

第37期連結会計年度及び第38期連結会計年度並びに第39期連結会計年度において、該当事項はありません。

 

 

(賃貸等不動産関係)

　　　第39期連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

第37期連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 
和装関連事業
(千円)

金融サービス
事業(千円)

その他
の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び
営業損益

      

(1)外部顧客に対する
売上高

15,678,684393,611425,05116,497,348 ― 16,497,348

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 41,821 4,286 46,107 (46,107) ―

計 15,678,684435,433429,33716,543,456(46,107)16,497,348
営業費用 13,500,243151,892426,11514,078,251(43,570)14,034,680
営業利益 2,178,441283,5403,2222,465,204(2,536)2,462,668
Ⅱ　資産、減価償却費、減
損損失及び資本的
支出

      

資産 17,688,5854,355,537254,32322,298,447(2,603,153)19,695,294
減価償却費 90,882 ― 8,078 98,961 ― 98,961
減損損失 11,680 ― ― ― ― 11,680
資本的支出 74,106 ― 6,815 80,921 ― 80,921

(注) １　事業の区分は、提供するサービスの類似性を考慮して、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な事業の内容

和装関連事業　　　　呉服を主とし、それに関連する宝飾品等の販売
金融サービス事業　　割賦販売斡旋業務
その他の事業　　　　人材派遣・紹介事業

３　営業費用の中に配賦不能営業費用はありません。

４　減価償却費には長期前払費用の償却額が含まれており、資本的支出には長期前払費用の増加額が含まれております。

 

第38期連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

 
和装関連事業
(千円)

金融サービス
事業(千円)

その他
の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び
営業損益

      

(1)外部顧客に対する
売上高

16,296,628415,333360,05117,072,013 ― 17,072,013

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 49,698 7,980 57,678 (57,678) ―

計 16,296,628465,032368,03117,129,692(57,678)17,072,013
営業費用 14,252,427154,677429,81414,836,919(81,810)14,755,108
営業利益または
営業損失（△）

2,044,200310,355△61,7822,292,77324,1322,316,905

Ⅱ　資産、減価償却費、減
損損失及び資本的
支出

      

資産 17,543,6694,335,040180,67322,059,383(2,687,514)19,371,869
減価償却費 97,971 ― 8,667 106,639 ― 106,639
減損損失 ― ― 52,725 52,725 ― 52,725
資本的支出 160,820 ― 3,548 164,369 ― 164,369

(注) １　事業の区分は、提供するサービスの類似性を考慮して、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な事業の内容

和装関連事業　　　　呉服を主とし、それに関連する宝飾品等の販売
金融サービス事業　　割賦販売斡旋業務
その他の事業　　　　人材派遣・紹介事業

３　営業費用の中に配賦不能営業費用はありません。

４　減価償却費には長期前払費用の償却額が含まれております。

 

EDINET提出書類

京都きもの友禅株式会社(E03320)

公開買付届出書

56/80



第39期連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

 
和装関連事業
(千円)

金融サービス
事業(千円)

その他
の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び
営業損益

      

(1)外部顧客に対する
売上高

16,669,459458,546160,10117,288,107 ─ 17,288,107

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ 44,796 1,000 45,796 (45,796) ─

計 16,669,459503,342161,10117,333,903(45,796)17,288,107

営業費用 14,471,102161,619265,13414,897,856(61,809)14,836,046

営業利益または
営業損失（△）

2,198,357341,722△104,0332,436,04616,0132,452,060

Ⅱ　資産、減価償却費、減
損損失及び資本的
支出

      

資産 17,807,0384,586,09687,82722,480,962(3,199,952)19,281,010

減価償却費 97,963 ─ 6,935 104,898 ─ 104,898

減損損失 ─ ─ 14,877 14,877 ─ 14,877

資本的支出 129,409 ─ 2,400 131,809 ─ 131,809

(注) １　事業の区分は、提供するサービスの類似性を考慮して、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な事業の内容

和装関連事業　　　　呉服を主とし、それに関連する宝飾品等の販売
金融サービス事業　　割賦販売斡旋業務
その他の事業　　　　人材派遣・紹介事業

３　営業費用の中に配賦不能営業費用はありません。

４　減価償却費には長期前払費用の償却額が含まれております。

 

EDINET提出書類

京都きもの友禅株式会社(E03320)

公開買付届出書

57/80



【所在地別セグメント情報】

第37期連結会計年度及び第38期連結会計年度並びに第39期連結会計年度において、本邦以外の国又は地

域に所在する連結子会社及び支店等がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

第37期連結会計年度及び第38期連結会計年度並びに第39期連結会計年度において、該当事項はありませ

ん。

 

【関連当事者情報】

第37期連結会計年度及び第38期連結会計年度並びに第39期連結会計年度において、該当事項はありませ

ん。

 

(開示対象特別目的会社関係)

第37期連結会計年度及び第38期連結会計年度並びに第39期連結会計年度において、該当事項はありませ

ん。
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(１株当たり情報)

 
第37期連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 64,255.98円１株当たり純資産額 668.78円１株当たり純資産額 698.29円

１株当たり
当期純利益金額

7,782.06円
１株当たり
当期純利益金額

67.76円
１株当たり
当期純利益金額

74.57円

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 

当社は、平成21年１月４日付で株

式１株につき100株の株式分割を

行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前連結会計年

度の１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 642.56円

１株当たり当期純利益 77.82円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

－円

　

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

 
第37期連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部
の合計額(千円)

11,882,531 12,366,659 12,670,166

普通株式に係る純資産額
(千円)

11,880,222 12,364,622 12,669,310

差額の内訳(千円)
　少数株主持分

 
2,308

 
2,037

 
855

普通株式の発行済株式数(株) 184,982 18,498,200 18,498,200

普通株式の自己株式数(株) 93 9,952 354,894

１株当たり純資産の算定に用
いられた普通株式の数(株)

184,888 18,488,248 18,143,306
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２　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 
第37期連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益(千円) 1,438,178 1,252,845 1,359,693

普通株主に帰属しない金額
(千円)

― ― ─

普通株式に係る当期純利益
(千円)

1,438,178 1,252,845 1,359,693

普通株式の期中平均株式数
(株)

184,806 18,488,577 18,233,743

    

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり当期純
利益の算定に含めなかった潜在
株式の概要

新株予約権２種類
(新株予約権の数799個)
なお、これらの詳細につ
いては、第４提出会社の
状況、１株式等の状況、
(2)新株予約権等の状況
に記載のとおりでありま
す。

新株予約権１種類
(新株予約権の数674個)
なお、これらの詳細につ
いては、第４提出会社の
状況、１株式等の状況、
(2)新株予約権等の状況
に記載のとおりでありま
す。

新株予約権１種類
なお、概要は「第５経理
の状況、１連結財務諸表
等、(1)連結財務諸表注記
事項(ストック・オプ
ション等関係)」に記載
のとおりであります。

 

(重要な後発事象)
 

第37期連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

 

―――――――

当社は、平成21年６月１日開催の

取締役会において、会社法第165条第

３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自

己株式取得に係る事項を決議いたし

ました。その概要は、下記のとおりで

あります。

１　自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に応じた機動

的な資本政策を遂行するため

２　取得の内容

(1) 取得対象株式の種類

当社普通株式

(2) 取得する株式の総数

625,000株（上限）

(発行済株式総数（自己株式

を除く）に対する割合3.38％

(3) 株式の取得価額の総額

500百万円（上限）

(4) 取得する期間

平成21年６月２日から平成21

年７月31日まで

　当社は、平成22年１月19日開催の取

締役会決議に基づき、平成22年４月

１日に当社100％出資の連結子会社

であるＫＹクレジットサービス株式

会社（以下、「ＫＹクレジットサー

ビス」といいます。）を吸収合併(以

下、「本合併」といいます。)いたし

ました。

１　合併の目的

　ＫＹクレジットサービスは、主に

当社の顧客に対する割賦販売斡旋

業務を行って参りました。この度、

当社グループの管理業務の効率化

を図ることを目的として、同社を

吸収合併いたしました。

２　合併の要旨

　(1) 合併の日程

合併決議取締役会

平成22年１月19日

合併契約締結

平成22年１月19日

合併効力発生日

平成22年４月１日

※本合併は、当社においては会社

法第796条第３項に定める簡易

合併であり、ＫＹクレジット

サービスにおいては同法第784

条第１項に定める略式合併であ

るため、それぞれ合併契約に関

する株主総会の承認を得ること

なく行っております。

 

EDINET提出書類

京都きもの友禅株式会社(E03320)

公開買付届出書

60/80



 第37期連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第38期連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第39期連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

  　(2) 合併方式

　当社を存続会社、ＫＹクレジッ

トサービスを消滅会社とする吸

収合併方式で、ＫＹクレジット

サービスは解散いたしました。

　(3) 合併に係る割当ての内容

　ＫＹクレジットサービスは当

社の100％子会社であるため、本

合併に際し、株式その他の金銭

等の割当交付は行いません。

３　合併する相手会社の概要（平成

22年３月期）

　(1) 名称：

ＫＹクレジットサービス株式

会社

　(2) 主要事業内容：

販売代金の割賦販売斡旋

　(3) 資本金　　：　　20,000千円

　(4) 純資産　　：　 782,537千円

　(5) 総資産　　： 4,586,096千円

　(6) 売上高　　：　 503,342千円

　(7) 当期純利益：　 199,221千円

４　実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準

（企業会計基準第21号　平成20年

12月26日）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準適用

指針第10号　平成20年12月26日)に

基づき、共通支配下の取引として

処理しております。
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【四半期連結財務諸表】
①【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

第40期
第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

第39期
連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,318,139 4,148,701

売掛金 144,053 379,111

割賦売掛金 4,951,739 4,298,480

有価証券 ※２
 3,139,608

※２
 2,387,717

商品及び製品 1,803,462 1,776,134

原材料及び貯蔵品 59,413 40,623

その他 549,735 404,018

貸倒引当金 － △1,936

流動資産合計 14,966,150 13,432,850

固定資産

有形固定資産

土地 2,398,744 2,398,744

その他（純額） ※１
 756,745

※１
 726,130

有形固定資産合計 3,155,489 3,124,874

無形固定資産 30,286 25,325

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 1,017,342

※２
 1,832,186

敷金及び保証金 808,348 810,242

その他 87,257 57,530

貸倒引当金 △2,000 △2,000

投資その他の資産合計 1,910,948 2,697,959

固定資産合計 5,096,725 5,848,159

資産合計 20,062,875 19,281,010
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（単位：千円）

第40期
第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

第39期
連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 461,098 403,193

1年内返済予定の長期借入金 － 10,524

未払法人税等 387,682 601,005

前受金 1,113,213 535,234

預り金 3,268,969 3,247,181

賞与引当金 241,000 242,000

役員賞与引当金 － 15,000

販売促進引当金 245,230 131,233

割賦未実現利益 756,682 615,194

資産除去債務 83,945 －

その他 809,570 762,789

流動負債合計 7,367,391 6,563,356

固定負債

長期借入金 － 38,091

長期未払金 6,540 6,540

資産除去債務 129,207 －

繰延税金負債 527 2,857

固定負債合計 136,274 47,488

負債合計 7,503,666 6,610,844

純資産の部

株主資本

資本金 1,215,949 1,215,949

資本剰余金 1,708,259 1,708,259

利益剰余金 9,970,993 10,040,178

自己株式 △337,986 △297,327

株主資本合計 12,557,214 12,667,058

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,994 2,251

評価・換算差額等合計 1,994 2,251

少数株主持分 － 855

純資産合計 12,559,209 12,670,166

負債純資産合計 20,062,875 19,281,010
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②【四半期連結損益計算書】
 第２四半期連結累計期間

（単位：千円）

第39期
第２四半期連結累計期間

(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

第40期
第２四半期連結累計期間

(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 ※１
 7,686,140

※１
 8,155,630

売上原価 2,758,398 2,939,123

売上総利益 4,927,742 5,216,506

販売費及び一般管理費 ※２
 4,173,590

※２
 4,349,480

営業利益 754,151 867,025

営業外収益

受取利息 9,708 5,366

受取配当金 3 －

信販取次手数料 12,935 7,654

雑収入 3,161 6,848

営業外収益合計 25,808 19,869

営業外費用

支払利息 336 413

投資事業組合運用損 1,054 2,325

雑損失 3,888 1,289

営業外費用合計 5,279 4,028

経常利益 774,680 882,866

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,052 1,727

関係会社株式売却益 － 19,743

特別利益合計 2,052 21,471

特別損失

固定資産除却損 1,506 3,210

賃貸借契約解約損 － 3,396

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 156,708

特別損失合計 1,506 163,315

税金等調整前四半期純利益 775,226 741,022

法人税、住民税及び事業税 364,730 364,603

法人税等調整額 △7,941 △98,456

法人税等合計 356,788 266,146

少数株主損益調整前四半期純利益 － 474,876

少数株主損失（△） △863 △237

四半期純利益 419,301 475,114

次へ
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 第２四半期連結会計期間
（単位：千円）

第39期
第２四半期連結会計期間

(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

第40期
第２四半期連結会計期間

(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 ※１
 4,168,860

※１
 4,652,353

売上原価 1,482,968 1,654,690

売上総利益 2,685,891 2,997,663

販売費及び一般管理費 ※２
 2,332,001

※２
 2,350,649

営業利益 353,889 647,013

営業外収益

受取利息 4,642 2,903

受取配当金 3 －

信販取次手数料 5,604 4,579

雑収入 1,696 755

営業外収益合計 11,946 8,237

営業外費用

支払利息 253 －

投資事業組合運用損 1,054 2,325

雑損失 2,344 924

営業外費用合計 3,653 3,249

経常利益 362,183 652,001

特別利益

貸倒引当金戻入額 550 －

特別利益合計 550 －

特別損失

固定資産除却損 － 3,210

特別損失合計 － 3,210

税金等調整前四半期純利益 362,734 648,790

法人税、住民税及び事業税 136,353 254,377

法人税等調整額 35,351 19,982

法人税等合計 171,705 274,359

少数株主損益調整前四半期純利益 － 374,430

少数株主損失（△） △409 －

四半期純利益 191,437 374,430
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③【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

第39期
第２四半期連結累計期間

(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

第40期
第２四半期連結累計期間

(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 775,226 741,022

減価償却費 50,324 54,040

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,052 △1,727

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,555 △1,000

販売促進引当金の増減額（△は減少） 108,248 113,997

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7,400 △15,000

受取利息及び受取配当金 △9,712 △5,366

支払利息 3,422 413

関係会社株式売却損益（△は益） － △19,743

有形固定資産除却損 1,506 3,210

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 156,708

売上債権の増減額（△は増加） 542,113 146,397

たな卸資産の増減額（△は増加） △109,319 △46,159

仕入債務の増減額（△は減少） 76,602 59,253

割賦未実現利益の増減額（△は減少） 8,581 141,487

未払消費税等の増減額（△は減少） △17,568 △17,872

預り金の増減額（△は減少） 16,786 22,516

その他 △53,114 △30,731

小計 1,378,089 1,301,447

利息及び配当金の受取額 9,774 5,531

利息の支払額 △3,631 △223

法人税等の支払額 △468,801 △569,336

営業活動によるキャッシュ・フロー 915,431 737,418

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △500 －

定期預金の払戻による収入 10,047 －

有価証券の償還による収入 1,100,000 150,000

有形固定資産の取得による支出 △58,776 △26,804

有形固定資産の除却による支出 － △1,689

投資有価証券の取得による支出 △900,274 △100,092

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ △17,786

敷金の差入による支出 △19,114 △23,871

敷金の回収による収入 1,050 24,908

貸付けによる支出 △500 △950

貸付金の回収による収入 1,615 1,067

その他 △2,890 △10,029

投資活動によるキャッシュ・フロー 130,658 △5,246
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（単位：千円）

第39期
第２四半期連結累計期間

(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

第40期
第２四半期連結累計期間

(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △150,000 －

長期借入れによる収入 55,000 25,000

長期借入金の返済による支出 △1,500 △3,255

自己株式の取得による支出 △280,593 △40,659

配当金の支払額 △553,027 △542,699

財務活動によるキャッシュ・フロー △930,121 △561,613

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 115,968 170,558

現金及び現金同等物の期首残高 5,876,638 5,985,189

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 5,992,606

※１
 6,155,747
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【継続企業の前提に関する事項】

第40期第２四半期連結会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
第40期第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１．連結の範囲に関

する事項の変更

(1) 連結の範囲の変更

　　第１四半期連結会計期間中に提出会社は100％連結子会社のＫＹクレジットサービス㈱を吸

収合併しております。

　また、第１四半期連結会計期間中に提出会社が保有する全株式を売却し連結子会社でなく

なった就職エージェント㈱については、第１四半期連結会計期間の損益のみ連結の範囲に含

めております。

(2) 変更後の連結子会社の数

　　　２社(㈱京都きもの友禅友の会、就職エージェント㈱)

２．会計処理基準に

関する事項の変更

(1) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平

成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益はそれぞれ6,478千円減少して

おり、税金等調整前四半期純利益は163,186千円減少しております。また、当会計基準等の適用

開始による資産除去債務の変動額は213,521千円であります。

(2) 「企業結合に関する会計基準」等の適用

　　第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成20

年12月26日)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)、

「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第23号　平成20年12月26日)、

「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成20年12月26日)、「持分法に関す

る会計基準」(企業会計基準第16号　平成20年12月26日)、「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日)を適用して

おります。

 

【表示方法の変更】

 
第40期第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

 

第40期第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

 

【簡便な会計処理】

第40期第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

第40期第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 
第40期第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)
第39期連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額  1,398,151千円※１　有形固定資産の減価償却累計額  1,256,598千円

※２　割賦販売法に基づき以下の資産を供託しておりま

す。

有価証券 1,302,000千円

投資有価証券 550,890千円

※２　割賦販売法に基づき以下の資産を供託しておりま

す。

有価証券 501,220千円

投資有価証券 1,353,300千円

　３　　　　　　　─────── 　３　連結子会社ＫＹクレジットサービス㈱においては、

運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３

行と当座貸越契約を締結しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約及び借

入金未実行残高等はそれぞれ次のとおりであり

ます。

当座貸越極度額の総額 8,000,000千円

貸出実行残高 ─千円

差引額 8,000,000千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

 
第39期第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

第40期第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年９月30日)

※１　当社の売上高は、通常の営業形態として上半期に比

べ下半期の割合が大きいため、連結会計年度の上半

期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違が

あり、第２四半期連結累計期間と他の四半期連結累

計期間の業績に季節的変動があります。

※１　　　　　　　　　同左

※２　販売費及び一般管理費の主なもの

広告宣伝費 861,118千円

販売促進費 404,458〃

給与手当 1,243,107〃

賃借料 466,619〃

減価償却費 49,673〃

賞与引当金繰入額 213,000〃

販売促進引当金繰入額 117,830〃

※２　販売費及び一般管理費の主なもの

広告宣伝費 944,478千円

販売促進費 491,526〃

給与手当 1,264,595〃

賃借料 449,647〃

減価償却費 53,497〃

賞与引当金繰入額 241,000〃

販売促進引当金繰入額 119,800〃

 

第２四半期連結会計期間

 
第39期第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

第40期第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

※１　当社の売上高は、通常の営業形態として上半期に比

べ下半期の割合が大きいため、連結会計年度の上半

期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違が

あり、第２四半期連結会計期間と他の四半期連結会

計期間の業績に季節的変動があります。

※１　　　　　　　　　同左

※２　販売費及び一般管理費の主なもの

広告宣伝費 664,206千円

販売促進費 222,260〃

給与手当 624,140〃

賃借料 233,542〃

減価償却費 25,562〃

賞与引当金繰入額 104,566〃

販売促進引当金繰入額 52,210〃

※２　販売費及び一般管理費の主なもの

広告宣伝費 678,814千円

販売促進費 242,612〃

給与手当 624,474〃

賃借料 223,334〃

減価償却費 27,068〃

賞与引当金繰入額 120,500〃

販売促進引当金繰入額 64,530〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 
第39期第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

第40期第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係（平成21年９月30日現在）

 

現金及び預金 4,181,461千円

有価証券 2,636,089〃

　　　計 6,817,550千円

預入期間が３か月超の定期預金 △23,493〃

MMF以外の有価証券 △801,450〃

現金及び現金同等物 5,992,606千円
　

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係（平成22年９月30日現在）

 

現金及び預金 4,318,139千円

有価証券 3,139,608〃

　　　計 7,457,747千円

MMF以外の有価証券 △1,302,000〃

現金及び現金同等物 6,155,747千円
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(株主資本等関係)

第40期第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び第40期第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

 

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 18,498,200

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 401,844

 

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日
定時株主総会

普通株式 544,299 30平成22年３月31日平成22年６月24日利益剰余金

 
　(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月27日
取締役会

普通株式 217,156 12平成22年９月30日平成22年12月６日利益剰余金

 

４　株主資本の著しい変動

　　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

第39期第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

 
和装関連事業
(千円)

金融サービス
事業(千円)

その他
の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社(千円)

連結
(千円)

売上高       

(1)外部顧客に対
する売上高

4,020,290111,77336,7964,168,860 ― 4,168,860

(2)セグメント間
の内部売上高
又は振替高

― 16,867 ─ 16,867 (16,867) ―

計 4,020,290128,64136,7964,185,727(16,867)4,168,860

営業利益または
営業損失(△)

300,797 88,423△31,196 358,024 (4,134)353,889

 

第39期第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

 
和装関連事業
(千円)

金融サービス
事業(千円)

その他
の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社(千円)

連結
(千円)

売上高       

(1)外部顧客に対
する売上高

7,392,373223,15670,6107,686,140 ― 7,686,140

(2)セグメント間
の内部売上高
又は振替高

― 28,461 1,500 29,961 (29,961) ―

計 7,392,373251,61872,1107,716,102(29,961)7,686,140

営業利益または
営業損失(△)

648,750 171,620△67,180 753,190 961 754,151

(注) １　事業の区分は、提供するサービスの類似性を考慮して、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な事業の内容

和装関連事業　　　　呉服を主とし、それに関連する宝飾品等の販売
金融サービス事業　　割賦販売斡旋業務
その他の事業　　　　人材派遣・紹介事業

 

【所在地別セグメント情報】

第39期第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)及び第39期第２四半期連結累

計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

在外子会社及び支店等がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

第39期第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)及び第39期第２四半期連結累

計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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 【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年３

月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平成20年３

月21日)を適用しております。

 

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、本社に営業統括を置き、和装関連事業を中心に事業活動を展開しており、「和装関連事業」、「金融サー

ビス事業」、「その他の事業」を報告セグメントとしております。

　「和装関連事業」は、呉服を主とし、それに関連する宝飾品等の販売を行っております。「金融サービス事業」

は、割賦販売業務を行っております。「その他の事業」は、人材派遣・紹介事業を行っております。

 

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

第40期第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)
(単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２和装関連事業

金融サービス
事業

その他の事業 計

売上高       

　外部顧客への売上高 7,890,412238,98226,2348,155,630 ─ 8,155,630

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

─ 23,328 1,500 24,828△24,828 ─

計 7,890,412262,31127,7348,180,458△24,8288,155,630

セグメント利益
又は損失（△）

697,615187,465△13,235871,846△4,820 867,025

 

第40期第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２和装関連事業

金融サービス
事業

その他の事業
(注)３

計

売上高       

  外部顧客への売上高 4,531,675120,678 ─ 4,652,353 ─ 4,652,353

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

─ 13,798 ─ 13,798△13,798 ─

計 4,531,675134,476 ─ 4,666,152△13,7984,652,353

セグメント利益
又は損失（△）

557,13596,007 ─ 653,142△6,129 647,013

(注) １　セグメント間取引消去によるものであります。
２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
３　人材派遣・紹介事業を営む「就職エージェント㈱」の当社が所有する全株式を平成22年６月18日に売却いたしまし
た。これにより当第２四半期連結会計期間において当セグメントに該当事項はありません。
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３　報告セグメントの変更等に関する事項

第40期第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　該当事項はありません。

 

４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

第40期第２四半期連結会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、第39期連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

 

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、第39期連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

 

 

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

 

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

 

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

 

(資産除去債務関係)

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、第39期連結会計年度の末日と比較して著し

い変動が認められません。

 

 

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

第40期第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

第39期連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　　　　　694.02円 　　　　　698.29円

 (注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
第40期第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

第39期連結会計年度末

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 12,559,209 12,670,166

普通株式に係る純資産額(千円) 12,559,209 12,669,310

差額の内訳(千円)

　　少数株主持分 ─ 855

普通株式の発行済株式数(株) 18,498,200 18,498,200

普通株式の自己株式数(株) 401,844 354,894

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た普通株式の数(株) 18,096,356 18,143,306

 

２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間

第39期第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

第40期第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額　　　　　      22.88円１株当たり四半期純利益金額　　　　　　　　26.25円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないた
め、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため、記載しておりま
せん。

（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目

第39期
第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

第40期
第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 419,301 475,114

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

普通株式に係る四半期純利益(千円) 419,301 475,114

普通株式の期中平均株式数(株) 18,323,203 18,102,809

 

第２四半期連結会計期間

第39期第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

第40期第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 10.53円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ
ん。

１株当たり四半期純利益金額 20.69円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ
ん。

(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目

第39期
第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

第40期
第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
 至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 191,437 374,430

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

普通株式に係る四半期純利益(千円) 191,437 374,430

普通株式の期中平均株式数(株) 18,187,270 18,096,372
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものについ

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っておりますが、第１四半期連結会計期間におい

て、リース取引がなくなったため、記載しておりません。
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３ 【株価の状況】

 
金融商品取引所
名又は認可金融
商品取引業協会

名

東京証券取引所　市場第一部

月別
平成22年５
月

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高株価（円） 893 910 895 880 889 882 912

最低株価（円） 828 843 850 839 846 831 855

（注） 平成22年11月については、11月26日までのものです。
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